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（大学名：国際基督教大学）（申請区分：全学推進型） 

目標設定シート１ 【目標設定シート１全体で５ページ以内】 

大学の教育理念を踏まえた構想の目的等 

① 大学の教育理念を踏まえた構想の目的 【1 ページ以内】 

≪大学の教育理念≫ 

 

 国際基督教大学（ICU）は、第二次世界大戦への深い反省から、自由な民主日本を築き、人類社会の平
和的発展に寄与する人材を育成することを目指して、1953年に開学した。その前年に当時の文部省に提出
された「大学設置認可申請書」には、『大学の目的と使命』として、「学問の自由を操守し、総合研究を

奨励する」、「教育に精進し、たえず批判と評価を通してその進歩改善に努力する」等と並んで、「教授

は本邦のみならず、広く世界各国に亘ってこれを求め」、「学生は人種、国籍、宗教の如何を問わず、本

学建学の趣旨に共鳴して入学を希望する者の中より、厳選収容」のうえ、「日英両語を学園用語として国

際的学園生活を実現」し、「世界的エトスの確立を期する」と謳われている。さらに、本学要覧第１号

（1953-1955）には、新しいビジョンのもとに創られた大学の志が、「本学は国際協力のもとに設立され、
国際文化と理解への実験場として独自の国際社会を学内に実現し、世界共同体の可能性を立証せんとする

ものである。」と表明された。 

 以上から明らかなように、本学は国家の枠を超えて設立された大学として、開学当初から60年間にわた
り一貫してグローバル人材を育成し、日本にあって世界と日本を結ぶ架け橋としての役割を果たしてき

た。 

 

 

 

≪構想の目的≫ 

 

 本学は開学以来「国際的社会人としての教養をもって、神と人とに奉仕する有為の人材を養成し、恒久

平和の確立に資すること」を目指してきた。2003年度から 2006年度には「責任ある地球市民を育むリベ
ラルアーツ」の取組が「特色ある大学教育支援プログラム」に採択され、初年次の英語による学術基礎教

育、徹底した日本語・英語のバイリンガリズムを基盤とするキャンパスのグローバル化、世界のさまざま

な現場を教室として展開される「行動するリベラルアーツ」が高く評価された。 

 本構想では、我々を取り巻く環境が大きく変化するなか、世界を舞台に人類の平和と共存に実践的に貢

献できる人材を育てるという教育目標を、さらに高いレベルで実現することを目的とする。具体的には、

（１）英語運用能力のさらなる伸長（２）英語開講専門科目履修を通じた情報発信能力（ライティング）

の涵養、そして（３）教育目的達成の具体的検証としての単位取得を伴う海外留学、の 3 点を柱に、本学
の教育理念を体現した人材を世界に送り出す。開学以来の経験に裏打ちされた本取組の内容は、国内諸大

学との間で既に締結した協定や連携の枠組みを通して広く普及を図り、日本の大学を世界に開かれたもの

にするという喫緊の課題解決に向けて、先駆者としての責務を果たしていく。 
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② 大学の教育目的・特色を踏まえた魅力的なグローバル人材像 【２ページ以内】 

≪大学の教育目的・特色≫ 

 

 本学は、日本で初めて大学名に「国際」を冠し、教養学部 1学部の 4年制大学（College of Liberal Arts）
として出発した大学である。爾来、キリスト教の精神に基づき、本邦におけるリベラルアーツ大学の草分

けとして歩んできたが、その目指すところは厳格な学術的訓練を通じた国際的相互理解である。 
 本学の学生は、自ら進んで学びを計画し、生涯にわたり学び続ける力を身につけることが求められる。

これは、常に拡大し越境する知識基盤社会を生きる今日の専門職業人には不可欠の資質である。この目的

を実現するため、本学は 2008年度にリベラルアーツ教育のさらなる深化と徹底を図り、従来の 6学科を「ア
ーツ・サイエンス学科」に集約統合した。すべての学生は、教養学部に入学し、一般教育科目や専門基礎

科目を通してそれまで知らなかった新しい知の世界に触れることにより、幅広い視野と柔軟な思考力を身

につける。そのうえで、2年次終了までにメジャー（専修分野）を決定し、専門を深める学びを続けること
になる。意欲的な学生には、「二重専修」や「主・副専修」という選択肢も用意されている。学生は、こう

した複数分野の交流と創造的な統合により、視野狭窄に陥ることなく広くかつ深い専門知識を習得するこ

とが可能となっている。本学には、このような学生の主体的な科目選択とカリキュラム策定を支援するた

めの具体的な制度も整えられている。開学以来半世紀以上にわたり維持されてきたアドヴァイザー制度は

その一つであるが、2008年度の学科統合に際しては、新たに「アカデミックプランニング・センター」を
開設し、全学横断的なアドヴァイジング・システムを構築した。 
 本学のキャンパスには、多様な地域に生まれ育ち、異なる文化的背景を有する学生と教職員がともに集

まっており、学内の教職員住宅には数十の家族が居住して国際的な生活コミュニティを形成している。学

生は、互いの差異を超えた全人格的な出会いを通して、自己を確立し他者に開かれた意識を涵養する機会

を与えられる。研究活動は日英両語で行うことができるように、徹底した語学教育プログラムの履修が課

されているが、このプログラムは開学以来半世紀にわたり国内他大学のモデルケースとして評価され追随

されてきた。2011年には、学生一人一人の論文作成能力をさらに向上させるため、課外でも自由に利用で
きる「ライティングサポートデスク」が設置され活用されている。3年次には、応募者の中から選抜された
学生が交換留学協定をもつ 21か国の 63大学へと派遣される。 
 大学教育における「批判的思考」の意義は近年とみに強調されているが、本学ではすでに開学当初から、

「独立の思索能力と科学的批判力の涵養に努める」（『大学の目的及び使命』1952、前掲）ことが語学教育
プログラムから卒業研究に至るまでの全教育課程における教育目的の一つに掲げられてきた。学生は、未

確認の情報や他人の意見や権威者の教えを鵜呑みにすることなく、物事を多角的な視点から見つめ、注意

深く論理的に分析する能力の習得が求められる。本学はこの課題を、大学のリベラルアーツ教育が目指す

べき本来的かつ恒常的な課題として認識しており、その実現のために具体的な制度設計と施策を重ねてき

た。 

  

 本学教養学部は、ディプロマ・ポリシーを以下のように定めている。 

 

国際基督教大学（ICU）は、キリスト教の精神にもとづき、世界人権宣言のもと、平和を構築する地球市
民としての教養と責任を身につけ、神と人とに奉仕する有為の人材を育成することを目的としていま

す。その実現のため、三つの使命、すなわち学問への使命、キリスト教への使命、国際性への使命を掲

げ、文理を超えた幅広い分野で所定の教育課程を修め、以下のような能力を身につけた者に対して学位

を授与します。 

 

1. 学問の基礎を固め、自発的学修者として主体的に計画を立てつつ、創造的に学んでいく能力 
2. 日英両語で学び、世界の人々と対話できる言語運用能力 
3. 自他に対する批判的思考力を基礎に、問題を発見し解決していく能力 
4. 文理を問わず多様な知識を統合し、実践の場で活用する能力 
5. 効果的な文章記述力とコミュニケーション力に基づく説明能力 
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≪育成するグローバル人材像≫ 

 

「本大学は国際的教養と民主的社会人としての良識とを有する良心的人材を養成する。」(大学学則第 1条) 

 本学が育成することを願う人間像とは、異質な他者との出会いにより、自他双方を見つめ直す機会を与え

られて、新たな共存空間を創造することのできる者である。自分の社会や文化の常識を当然視することな

く、未知の価値や思想に接してこれと対話を重ね、他者との新たな関係の中に自己を再定位することので

きる者である。そのためには卓越したコミュニケーション能力が必須であるが、これは主として以下の３

つの方途により養われる。（１）まず必要とされるのは、日本語と英語という二つの言語運用能力である。

本学は、開学以来日英両語を公式言語とするバイリンガリズムに貫かれており、教室においても事務室に

おいても、さらには学生のクラブ活動においても、この原則が浸透している。（２）コミュニケーション能

力の陶冶はまた、リベラルアーツ教育の目標そのものである。リベラルアーツは、自己の知を専門外の人々

にわかりやすく翻案して説明し、共同の議論への参画を求め、その質を高める能力を養う。従来の専門教

育は優れた知の所有者を生み出したが、それが同時に優れた表現者であるとは限らなかった。そのため、

知が特定の部所に局在して閉鎖的になり、広く透明な共同の討議や検証に供されない、という弊害が生ま

れた。民主社会を担う責任ある市民の形成には、開かれた知の共有による社会全体の知的向上が不可欠で

ある。リベラルアーツは、そのための地球市民教育である。（３）これらの能力を実際に用いて他者との共

存空間を創造するための訓練には、教職員と学生、あるいは学生の間で互いに顔が見え会話が成立する環

境、すなわち少人数教育が当然の要請となる。現在 ICU の専任教員に対する学生の比率は 1:19 である。
私学の経営にあっては、このような数字を維持することの経営的な困難は明らかであるが、本学は今後も

この比率を維持して少人数教育を実践する計画である。その中でこそ、異なる価値観や文化的背景をもつ

他者との密接な交流と折衝が成立し、本学が開学以来意図してきたグローバルな人間像の育成が可能とな

るからである。 

 

 本学が育成を目指すのは、以下のような資質を備え、地球市民として21世紀の世界を生き抜くことので
きる人材である。 

１．個人の尊厳を重んじ、多様性を堅持する。 

２．地球全体の環境の中で個人や集団の活動を包括的に把握し、地球益（global interest）に配慮しつつ、 
  複合的な要因を持つテーマ（開発・人権・平和・生命等）に取り組む。 

３．あらゆる状況や問題の背景と本質を迅速に把握し、将来を見据えて判断する。 

４．情報を分かち合い、目的意識を共有することによって、協働する人々と緊密な関係を構築する。 

５．相手の心をつかむような効果的な手段を用いて、コミュニケーションを図る。 

６．異質な人々の意見を集約し、リーダーシップを発揮して集団をまとめる。 
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③ 設定したグローバル人材像を踏まえ、卒業・修了時に学生が修得すべき具体的能力の明

確化 

 

 本学は未来を見据え地球規模で活躍できる人材の育成を目指してきた。2005年以降、本学の「ディプロ
マ・ポリシー」が掲げる 5つの能力について、それらが実際に身についたかどうかを測るための「4年生
卒業調査」を実施している。調査項目は、「英語運用能力」、「口頭によるコミュニケーション能力」、「対

人関係能力」、「異文化・異人種に関する知識」、「異なる人種・国籍・宗教の人たちとの協調」、「地

球規模の問題についての理解」、「日本が直面している社会問題についての理解」、「批判的な思考力」、

「分析的・論理的な思考力」、「複雑なプロジェクトの計画・遂行力」、「文章表現力」などにわたって

いる。その具体的な数値をもとに、入学から卒業までに学生の諸能力がどの程度向上したかを調べ、教育

内容改善の一助としている。 
 既述のとおり、本構想では、（１）英語運用能力のさらなる伸長（２）英語開講専門科目履修を通

じた情報発信能力（ライティング）の涵養、そして（３）教育目的達成の具体的検証としての単位

取得を伴う海外留学の 3点を柱に、グローバル人材の段階的育成を目指す。以下に、卒業時に学生が修
得すべき具体的な能力を、それらを身につけるプロセスを示しつつ、項目ごとに詳述する。 

 
（１）英語運用能力のさらなる伸長 

 まず、初年次学生が履修する語学教育課程は、大学において研究活動を開始するのに必要かつ十分な言

語の運用能力達成を目指している。従来、英語を母語としない 4月入学生には「英語教育課程」（ELP: 
English Language Program）を提供してきた。これは、英語そのものを単体として学ぶのではなく、大学
教育本来のリベラルアーツにふさわしい形態と内容的な連関をもって学ぶ、というコンセプトによるプロ

グラムである。2012年にはこれをさらに発展させた「リベラルアーツ英語プログラム」（ELA: English for 
Liberal Arts Program）を導入した。 
学生は入学時のクラス分けテストにより習熟度別の 4段階（TOEFL iBT100以上から 同 20-30まで）
に分けられる。英語圏で教育を受けてきた経験を持つ学生も同時に在籍するため、各人の必要に応じたき

め細かな習熟度別教育が行われている。 

このプログラムは、きわめて具体的な二つの目標をもつ。一つは、学生が英語によるアカデミックスキ

ルを身につけて本学の英語開講科目を履修し単位を取得できるようになることであり、いま一つは、在学

中または大学院進学時に海外の大学へ留学して単位を取得できるようになることである。これら二つが、

以下に（２）（３）として展開される内容である。 

このプログラムの終了時期は、習熟度に応じて 1年次 2学期から 2年次 3学期まで多様であるが、終了
時には全員が IELTSを受験する。これは、海外留学プログラム参加要件の一つである英語運用能力の証明
として利用できるため、その受験を課すことで、より多くの学生に留学への動機づけを与える、というね

らいをもつ。したがって、その目標水準も、諸外国大学の留学許可に際して判定に使われる「総合点 6.5」
という数字に合わせてある。ELA 終了時に全員が IELTS を受験することは、学生の詳細な成績の分析を
通して、新しく始められたこのプログラムの目標達成度を確認し、評価することをも可能にする。 

 
（２）英語開講専門科目履修を通じた情報発信能力（ライティング）の涵養 

 本学のグローバル人材育成の第二段階は、「書く能力」に焦点をあてる。日本経済団体連合会が行ったア

ンケート（2011年 1月発表）によると、グローバル人材の育成に向けて企業が最も大学に期待するのは、
「専門科目を外国語で履修するカリキュラムの構築」である。本学では、開学以来これが実現されており、

英語で専門科目が開講されている。履修する学生には、英語でアカデミックな内容を理解するだけでな

く、理解した上でさらにこれを適切に表現する能力が求められる。この「英語で書く能力」を養うため、

ELAには Research Writing（論文作成）という科目が含まれており、全学生が卒業論文を作成する卒業研
究でも、英語による論文作成が強く奨励されている。 

 本構想では、英語で開講される専門科目の中に、英文レポート作成の指導を手厚く行う科目として、「W
コース」を設置する。これは、専門科目を担当する教員の他に、ライティングサポートデスクのチュータ

ーがレポート作成支援を担当するために授業に参加する形態を採る。専修分野ごとに英語論文の作成指導

を行うことで、アカデミックライティング能力をさらに向上させることを目的としている。ここでライテ

ィングという表現手段の支援と、専門科目担当教員によるコンテンツ指導という内容的支援が有機的に結
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びつけられる。学生は、自分が書きたいことを、内容にふさわしい形式をもって書くことができるように

なるのである。学生には、専門科目として履修する科目の中からWコースに指定された科目の単位取得を
義務づける。 

 本学に入学した学生は、まず、Research Writingで論文執筆の基礎を学び、次にWコースで専修分野
に特化したアカデミックライティングの手法を身につけ、そしてさらに卒業論文作成へと、段階を追って

円滑に移行することが期待される。 

 なお、将来的には、全専修分野においてWコースを開講し、「ライティングサポートデスク」を「ライ
ティングセンター」に発展させる計画である。 

 
（３）教育目的達成の具体的検証としての単位取得を伴う海外留学 

本学のグローバル人材育成の第三段階は、海外の大学における単位取得である。学生が真のグローバル

人材へと成長できたか否かは、海外の大学で実際に英語の授業を受け、ディスカッションに参加し、レポ

ートを提出して成績の評価を受ける、というプロセスによりはじめて確認できるからである。これは、本

学の教育の成果が第三者機関による客観的評価を得ることに他ならない。 

本学は現在、4週間の短期派遣（夏期）から 1年間の留学まで、多様な海外留学プログラムを提供して
おり、合計で年間約 460名の学生を派遣している。これらのプログラムを利用して卒業時までに海外で単
位取得を伴う学修を行う学生は、全体の 40％を超える。 
 本構想では、海外留学プログラムの内容や時期・期間を多様化することにより、さらに多くの学生が留

学できる環境の構築を目指す。具体的には、以下の施策を実施する。 

! 従来は 1年次の海外英語研修プログラムへの参加を認めなかった ELA上級者（入学時の TOEFLス
コアが iBT 100以上）を対象に、よりレベルの高い単位取得を伴う海外英語研修プログラムを設置
する（2012年夏よりSchool of Oriental and African Studies, University of Londonにて実施予定）。 

! 交換留学協定校の中から新たに短期留学プログラムの派遣先を開拓し、留学先を拡充する。 
! サービス・ラーニング・プログラムを組み込んだ新たな形態の交換留学協定を締結し、欧米ばかり
でなくアジア諸国に留学するための選択肢を増やす。 

! 理系専攻の学生を対象とした共同卒業研究プログラムを導入する。 
! 海外におけるインターンシップ経験や、海外の大学で履修してきた実験・実習科目の単位化を認め
る。 

以上により、4年間で全体の 60％の学生に、単位取得を伴う海外留学を経験させる。 
 

 4頁にも記したように、本学は開学当初より、広く世界各国出身の教員を任用してきた。現在も、原則と
して教員はすべて国際公募により採用されている。日本国籍を有する教員も、ほとんどが海外の大学で最

終学位を取得しており、長期にわたる海外研究の経験者とあわせて、教育体制のグローバル化はすでに十

分に達成されている。このような教員集団は、学生にも身近なロールモデルとなっており、外国語運用能

力、アカデミックライティング力、単位取得を伴う海外留学のいずれについても、日々の授業やアドヴァ

イジングを通じて、学生が修得すべき能力をイメージする際の助けとなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



9 
（大学名：国際基督教大学）（申請区分：全学推進型） 

目標設定シート２ 

本構想において実現する達成目標の設定 【学部数に応じて必要ページ以内】 

① 卒業時の外国語力スタンダードの設定とこれを満たす学生数 

② 卒業時における「単位取得を伴う海外留学経験者数」 
※①、②いずれも、当該年度において学士課程最終学年に在籍する者を母数として目標値を設定してください。 

全  学 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 

外国語力スタンダード 
を満たす学生数  

  255 人 275 人 293 人 303 人 

うち海外留学未経
験者数    （Ａ） 

  91 人 73 人 82 人 85 人 

海外留学経験者数 
（Ｂ） 

307 人 320 人 337 人 375 人 383 人 392 人 

卒業［予定］者数 
（Ｃ） 691 人 690 人 650 人 650 人 650 人 650 人 

比 率 
（（Ａ+Ｂ）/Ｃ）   65.8％ 68.9％ 71.5％ 73.4％ 

４
月
入
学
者 

卒業時の外国語力スタンダード IELTS ６．５ 180人(36) 200人(23) 218人(32) 228人(35) 

海外留学経験者数 295人 305人 317人 350人 358人 367人 

 

３カ月未満 242人 211人 222人 257人 260人 264人 

３カ月～１年 53人 94人 95人 93人 98人 103人 

１年超 0人 0人 0人 0人 0人 0人 

卒業［予定］者数 611人 610人 575人 575人 575人 575人 

目標設定の考え方 
英語圏の大学において留学生受入れの条件とされている総合点6.5とする。 

９
月
入
学
者 

卒業時の外国語力スタンダード IELTS ６．５ 75人（55） 75人（50） 75人（50） 75人（50） 

海外留学経験者数 12人 15人 20人 25人 25人 25人 

 

３カ月未満 7人 2人 3人 3人 3人 3人 

３カ月～１年 5人 13人 17人 22人 22人 22人 

１年超 0人 0人 0人 0人 0人 0人 

卒業［予定］者数 80人 80人 75人 75人 75人 75人 

目標設定の考え方 

本学では、日本以外のさまざまな中等教育制度で学んだ者を対象とした 9 月入学書類選考があり、この制度で入

学する学生は、大学レベルでの研究活動に必要とされる英語能力（中学及び高校で英語による教育を受けた学生、

またはTOEFL iBT79あるいは IELTS 6.5以上の能力を持つことが入学許可の基準）を有しており、入学の段階

で、既に IELTS6.5の基準と満たしていると言える。 

注１）平成２８年度の比率（（Ａ+Ｂ）/Ｃ）は、必ず１０％以上となるよう設定してください。 

注２）「外国語力スタンダードを満たす学生数」の学部ごとの記入欄の（ ）内は、外国語力スタンダー

ドを満たす学生数のうち「単位取得を伴う海外留学未経験」の学生数を記載する。 

注３）上記で記載する「海外留学経験者数」は、いずれも単位取得を伴う海外留学経験者数であり、単位

取得を伴わない海外留学経験者は含まないものとする。 

注４）学部数に応じて、適宜行を増やしてください。 
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③ 「目標設定シート１③」で設定した具体的能力についての定性又は定量的測定指標・達成水準の

設定、これを達成する学生数の目標設定 【学部数に応じて必要ページ以内】 

※「目標設定シート１③」で大学院修了時の具体的能力を設定した場合は大学院での目標値についても作成してください。 

（対象：全学） 

（測定指標・達成水準） 

IELTSの総合点6.5 「英語運用能力のさらなる伸長」 

（指標・水準設定の考え方） 

英語圏の大学において留学生受入れの条件。 

（達成する学生数設定の考え方） 

ELAによる英語教育を通して、語学力スタンダードを満たす学生が斬増する。 

 

全  学 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 

達成する学生数（A） 255人 275人 293人 303人 
対象となる学生数（B） 650人 650人 650人 650人 

達成する割合（A/B） 39.2％ 42.3％ 45.1％ 46.9％ 

（対象：全学） 

（測定指標・達成水準） 

英語による卒業論文作成。「英語開講専門科目履修を通じた情報発信能力（ライティング）の涵養」 

（指標・水準設定の考え方） 

同上 

（達成する学生数設定の考え方） 

現在約1/3の学生が英語により論文を執筆しているところを40%まで引き上げる。 

全学 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 

達成する学生数（A） 220人 230人 245人 260人 
対象となる学生数（B） 650人 650人 650人 650人 

達成する割合（A/B） 33.8％ 35.4％ 37.7％ 40.0％ 

（対象：全学） 

（測定指標・達成水準） 

学生が、諸外国大学との協定による交換留学を通して学問に励み、所定の単位を取得すること。「教育目的達成の具体的検証としての単位取

得を伴う海外留学」 

（指標・水準設定の考え方） 

本学が提供している海外英語研修プログラム（SEAプログラム）以外の各種留学プログラムに参加し、帰国後に単位認定を受けること。 

（達成する学生数設定の考え方） 

本学が交換留学生として協定校へ派遣可能な枠（約150名）の充足を目指し、最終年度においては、全学生数の内約1/4が目標に達する。 

全学 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 

達成する学生数（A） 124人 150人 156人 165人 
対象となる学生数（B） 650人 650人 650人 650人 

達成する割合（A/B） 19.1％ 23.1％ 24.0％ 25.4％ 
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④ その他本構想における取組に対する目標 【１ページ以内】 

 

 本構想のねらいは、入学から卒業までの4年の中で、まずELAの中の１科目Research Writingで論文作成

の基礎を学び、次に Wコース履修により専修分野に特化したアカデミックライティングの手法を身につけ
た上で、卒業論文を英語で執筆するという一貫性のある道筋を立てるところにある。 

 

 このような流れが適切に構築されているかを評価するため、Wコースを履修した後の学生のパフォーマ
ンスについて、以下の諸点を検証する。 

 

１． Wコース終了後に履修した英語開講の専門科目数と各科目の成績の推移 
２． Wコース終了後に履修した英語開講の専門科目数と卒業論文作成言語の関係、及び卒業研究の成績 
３． Wコース終了後の海外研修プログラム、留学プログラムへの参加状況 
４． Wコース終了後に英語開講の専門科目を多数履修し、卒業論文を英語で作成した学生の、卒業後の進

路の傾向 
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目標設定シート３ 

大学が目指す国際通用力の向上のための具体的目標 【４ページ以内】 
※以下①～⑥の項目については、構想の実現に伴う大学の国際通用力の向上に係る目標値を設定してください。 

① 日本人学生の海外留学者数・全学生に対する比率 

 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 

海外留学者数  （Ａ） 
392 人  

（366人） 

455 人  

（404人） 

465人  

（414人） 

475人  

（424人） 

485人  

（434人） 

495人  

（444人） 

 

博士・博士後期課程 

在籍者 

0 人  
（0人） 

0 人  
（0人） 

0 人  
（0人） 

0 人  
（0人） 

0 人  
（0人） 

0 人  
（0人） 

修士・博士前期課程 

在籍者 

0 人  

（0人） 

0 人  

（0人） 

0 人  

（0人） 

0 人  

（0人） 

0 人  

（0人） 

0 人  

（0人） 

学士課程在籍者 
392 人  

（366人） 

455 人  
（404人） 

465人  
（414人） 

475人  
（424人） 

485人  
（434人） 

495人  
（444人） 

全 学 生 数  （Ｂ） 2,923人  2,853人  2,850人  2,850人  2,850人  2,850人  

海外留学者比率（Ａ/Ｂ） 
13.4％  

（12.5％） 

15.9％  

（14.2％） 

16.3％  

（14.5％） 

16.7％  

（14.9％） 

17.0％  

（15.2％） 

17.4％  

（15.6％） 

目標設定の考え方 

本学が現在提供している各種留学プログラムにより海外諸大学に派遣できる上限数は 459 名であ

る。交換留学制度の枠組みで新規協定締結を模索する一方、この派遣枠上限に実績を近づけること

を目標とする。 

注１）各年度における4月1日から3月31日までに海外の大学に派遣された日本人学生数について記載する。 

注２）上記記載欄のうち（ ）内には、諸外国の大学等との学生交流に関する協定等（以下「協定等」という。）に基づき、

教育又は研究等を目的として、海外の大学等（海外に所在する日本の大学等の分校は除く。）に派遣される日本人学生数

を記載する。 

 

【平成23年度実績の内訳】 
平成 23 年度実績内
訳 

３ヶ月未満 ３ヶ月以上１年未満 １年以上 合 計 

海外留学者数  （Ａ） 
287 人  

（261 人） 

105 人  

（105 人） 

0 人  

（0 人） 

392 人  

（366 人） 

 

博士・博士後期課程 

在籍者 

0人  

（0人） 

0人  

（0人） 

0人  

（0人） 

0人  

（0人） 

修士・博士前期課程 

在籍者 

0人  

（0人） 

0人  

（0人） 

0人  

（0人） 

0人  

（0人） 

学士課程在籍者 
287人  

（261人） 

105人  

（105人） 

0人  

（0人） 

392人  

（366人） 

全 学 生 数  （Ｂ） 2,923人 2,923人 2,923人 2,923人 

海外留学者比率（Ａ/Ｂ） 
9.8％  

（8.9％） 

3.6％  

（3.6％） 

0％  

（0％） 

13.4％  

（12.5％） 
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② 外国人留学生数・全学生に対する比率 

 
平成２４年度 

（H24.5.1） 

平成２５年度 

（H2５.5.1） 

平成２６年度 

（H2６.5.1） 

平成２７年度 

（H2７.5.1） 

平成２８年度 

（H2８.5.1） 

外国人留学生数  （Ａ） 
166 人  

（78人） 

165 人  

（70人） 

184 人  

（80人） 

198 人  

（90人） 

215 人  

（100人） 

 

博士・博士後期課程 

在籍者 

18人  

（0人） 

19人  

（0人） 

19人  

（0人） 

19人  

（0人） 

20人  

（0人） 

修士・博士前期課程 

在籍者 

50人  

（0人） 

51人  

（0人） 

53人  

（0人） 

54人  

（0人） 

55人  

（0人） 

学士課程在籍者 
98人  

（78人） 

95人  

（70人） 

112人  

（80人） 

125人  

（90人） 

140人  

（100人） 

上記以外 

（短期留学生、研究生等） 

0人  

（0人） 

0人  

（0人） 

0人  

（0人） 

0人  

（0人） 

0人  

（0人） 

（Ａ）のうち、在留資格

「留学」の者   （Ｂ） 

118 人  

（71人） 

125 人  

（63人） 

134 人  

（72人） 

140 人  

（81人） 

146 人  

（90人） 

全 学 生 数  （Ｃ） 2,853人  2,850人  2,850人  2,850人  2,850人  

外国人留学生比率1（Ａ/Ｃ） 
5.8％  

（2.7％） 

5.8％  

（2.5％） 

6.5％  

（2.8％） 

6.9％  

（3.2％） 

7.5％  

（3.5％） 

外国人留学生比率2（Ｂ/Ｃ） 
4.1％  

（2.5％） 

4.4％  

（2.2％） 

4.7％  

（2.5％） 

4.9％  

（2.8％） 

5.1％  

（3.2％） 

目標設定の考え方 

諸外国で実施している学生リクルート活動をこれからも継続させ、特に学部への留学生誘致に取り

組む。 

本学では、国籍は日本であるものの、国内での在住歴がなく、一貫して諸外国において教育を受け

た学生も学部９月入学選考制度を通して受け入れており、その中には、在留資格「留学」の者と同

様、日本語教育プログラムを履修する学生も多い。また、上記は学士課程への交換留学生数で、秋

学期のみ本学に留学する者は含まれていない。2011-2012 年度における秋学期のみの外国人留

学生は40名。この数は、毎年40-50名程度で推移している。 

注１）留学生数の計上に当たっては、「出入国管理及び難民認定法」別表１に定める「留学」の在留資格を有する者に加え

て、以下の者についても計上することとします。 

・「留学」の在留資格を有さない短期留学生 

・「日本人の配偶者等」等の在留資格により大学に在学する外国人学生 

・学位や単位の取得を目的とはしないものの、大学院生レベルの教育指導を受ける外国人研究者として当該大学が受け入

れている者 

注２）上記記載欄のうち（ ）内には、諸外国の大学等との学生交流に関する協定等（以下「協定等」という。）に基づき、

教育又は研究等を目的として、当該大学に受入れる外国人留学生数（うち数）を記載する。 

 

【平成2４年度実績の内訳】 

順位 出身国 外国人留学生数 
左記のうち、 

在留資格が「留学」の者 

１ USA 41人  36人  

２ KOREA 36人  10人  

３ CHINA 17人  8人  

４ PHILIPPINS 7人  7人  

５ VIETNAM 6人  6人  

６ SRILANKA 5人  5人  

７ THAILAND 5人  5人  

８ ARGENTINA 3人  3人  

９ AUSTRALIA 3人  2人  

１０ CANADA 2人  2人  

その他 GERMANY他 41人  34人  

合 計  166人  118人  
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③ 外国語による授業の実施率（外国語による授業※/全授業数※） 

 ※日本語の併用や外国語教育を主たる目的とするものを除く。 

 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 

外国語による 

授業数（Ａ） 
181回  198回  213回  228回  238回  

全授業数（Ｂ） 942回  950回  950回  950回  950回  

割  合（Ａ／Ｂ） 19.2％  20.8％  22.4％  24.0％  25.1％  

目標設定の考え方 

現時点では約20%が外国語で開講されているが、これを段階的に引き上げ、全授業の1/4を外国語で行うことを目

指す。なお、本学の開講言語には日本語（のみ）と英語（のみ）のほか「J/E」（日英両言語での開講だが日本語比重

が高い。例えば教授言語は日本語だが文献は英語など）及び「E/J」（両言語での開講だが英語比重が高い）のバイリ

ンガル開講科目がある。これらの科目は、母語あるいは優位な言語の異なる学生が、語学教育科目を履修中の低学年

次から同じ教室で学ぶ上で重要な役割を果たしている。 

 

④ 外国人教員等（国外の大学での学位取得、通算１年以上教育研究に従事した日本人教員を含む）比率 

 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 

外国人教員等（Ａ） 134人  135人  136人  137人  138人  

 うち外国人教員 49人  50人  50人  51人  51人  

総教員数（Ｂ） 145人  145人  145人  145人  145人  

割  合（Ａ／Ｂ） 92.4％  93.1％  93.8％  94.5％  95.2％  

目標設定の考え方 

本学では、凡そ1/3が外国人教員であり、多くの日本人教員も、海外諸大学で学位を取得している。加

えて、特別研究制度（サバティカル）により、海外の諸大学に在籍する教員も多く、既に９割以上の教

員が何らかの形で海外経験を有する。今後もこの傾向は変わらないことを踏まえ、本学における目標は

現状からの緩やかな増加を目指すものとする。 

⑤ 教員の博士号（外国における相当学位含む）取得率 

 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 

教員のうち博士号 

取得者数（Ａ） 
97人  99人  100人  101人  102人  

総教員数（Ｂ） 145人  145人  145人  145人  145人  

割  合（Ａ／Ｂ） 66.9％  68.3％  69.0％  69.7％  70.3％  

目標設定の考え方 

本学では、准教授以上の教員には原則として博士号取得を採用の条件としており、現在でも、准教授以

上では 90%以上が博士号を取得している。一方、英語、日本語、それ以外の語学教育、体育などの担

当教員については、博士号は要求していない。今後もこの条件に変更はないことから、上記目標数値に

ついても緩やかに上昇させるに留めている。 

⑥ 教員あたり学生数（S/T比） 

 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 

総学生数（Ａ） 2853人  2850人  2850人  2850人  2850人  

総教員数（Ｂ） 145人  145人  145人  145人  145人  

割  合（Ａ／Ｂ） 19.7  19.7  19.7  19.7  19.7  

目標設定の考え方 

総教員数を大きく変更する予定はない。また学生数についても、新規学部の設置や改廃などの予定はな

いことから、現状の数値は変わらない。 
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⑦ 一定の外国語力スタンダード（TOEIC 800点 等）を満たす事務職員の割合 

外国語力スタンダード TOEIC800 点 

 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 

外国語力スタンダー

ドを満たす事務系職

員数（Ａ） 

39人  41人  45人  50人  57人  

事務系職員総数（Ｂ） 113人  113人  113人  113人  113人  

割  合（Ａ／Ｂ） 34.5％  36.3％  39.8％  44.2％  50.4％  

目標設定の考え方 

上記は、2000年度以降の中途採用者が応募時に申告した外国語力スタンダードに基づき、算出した。

これ以外にも、高い英語能力を持ちながらTOEICなどの能力試験のスコアが未申告の職員も多いため、

今後は人事考課のための自己申告の際に、外国語力スタンダードを示す指標を記載させることを検討す

るとともに、各種試験受験の推奨や外部機関などが実施する各種研修制度を通して、職員の英語能力の

更なる向上を目指し、最終的には約半数がスタンダードを超えることを目指す。 

注１）④～⑦の記載欄については、各年度の５月１日現在の状況を記載。 

注２）④～⑥の記載欄の「総教員数」は、学校基本調査における「教員数（本務者）」を記載。 

注３）⑦の記載欄の「事務系職員総数」は、学校基本調査における「職員数のうち事務系（本務者）」を記載。 
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様式 
（本構想における取組内容） 
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様式１ 

様式１全体で５ページ以内 

大学のグローバル化に向けた戦略と教育課程の国際通用性の向上 

取組内容① 大学のグローバル化の推進 
○ 大学の戦略的な目標等において、教育研究のグローバル化推進を明確に位置づけ、大学のグローバル化を推進しているか。 

【現状】 

１．戦略的目標におけるグローバル化推進の位置づけ 

 本学は、そもそもグローバル化を理念として設立

された大学であり、国際化推進は大学の存在意義そ

のものである。開学以来、三つの使命の一に国際性

を掲げ、多様な国籍や文化的背景をもつ人々がとも

に学び働くなかで、多彩な教育観がカリキュラムに

反映され、構成員の各人が、互いの差異を超え、独

立した人間としての人格的出会いを経験することを

目指している。この理念を実現すべく、本学は、さ

まざまな取組を通じて大学のグローバル化を先導し

てきた。 

 
２．具体的取組 

 第一に、教育の質保証のため、開学時より、科目

概要やシラバスの日英両語による提供、科目ナンバ

リング制度、GPA 制度による成績管理、教員が主体

的に成績評価法や教授法を検討・改善するファカル

ティ・ディベロップメント、履修単位のキャップ

制、書類選考による秋入学制度などを採り入れてい

る。 

 第二に、全学的な国際化推進体制を完備してい

る。まず、すべての海外留学プログラムに関する方

針は、学務副学長の諮問委員会で、国際渉外部長を

委員長とする「国際教学プログラム委員会

（Committee for International Programs）」におい

て策定される。委員は役職者および分野代表の教員

で、海外大学との各種プログラム運営の評価・検討

を行う。同時に、この委員会は、本学における国際

化戦略を総合的に検討する母体でもある。この委員

会における議決は、大学行政者をメンバーとする最

高意思決定機関である幹部会において承認され、実

施に移される。本構想の実施・達成状況の定期的な

評価を担うのも、この委員会である。 

 グローバル化が加速度的に進展する近年の情勢を

踏まえ、2009 年度には新たに国際化強化方針

（Strengthening ICU’s Internationalism）を策定

し、その具現化にも着手した。さらには、北米地域

における本学のアドヴァンスメント活動及び学生募

集活動を担う組織として日本国際基督教大学財団

（Japan ICU Foundation、在ニューヨーク）があり、

本学と連携して事業を推進している。 

 

 

【本構想における展開】 

１．戦略的目標におけるグローバル化推進の位置づけ 

 本構想では、本学のグローバル化の質をさらに充

実させることを目標とする。換言すれば、グローバ

ル化の地域的及び学問的な広がりを進展させること

を目指す。これにより、教員と学生のグローバル化

を一層推進する。 

 

 

 

 

 

 

２．具体的取組 

 第一に、国籍や文化的背景に関わりなく、あらゆ

る学生が同じ教室でともに学修できる環境を今後も

堅持し、その質をさらに高いものにする。その達成

には、まず、教員が日英両言語によって、双方向型

の授業を行い、学生同士の相互交流を引き出し、批

判的な知的訓練を促す教育を確実に実施することが

重要である。 

 本学のグローバル化推進の要の一つは、国際公募

により採用された教員である。これまでも、国籍等

に関係なく、先進的な教育手法の開発に熱心で卓越

した研究業績を有する教員を任用してきた。今後は

採用した教員がさらに研鑽を積み相互評価から学び

合う機会を設け、アジアを含む世界の一流大学の教

員と、学術交流のみならず、教育においても協業す

る枠組みを整備する。 

 

 第二に、学生の一層の多様化を進めるため、入学

選考制度改革にも取り組み、さらにダイナミックな

学修環境を創出する。そのための奨学金の充実、教

育寮の充実を図る。 

 学生の海外との交流をさらに促進し、世界の一流

大学に留学して履修科目の単位を取得できるよう、

入学後のリベラルアーツ英語プログラムを組織的に

強化し、学生の語学運用能力に合った有効なカリキ

ュラムを実現する。 
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取組内容② 教育課程の国際通用性向上のための取組 
○ 全学的な教学マネジメントの下、シラバスの充実や多言語化、ナンバリングの導入など体系的なカリキュラムの整備、ＧＰＡなど厳格

な成績評価とその活用、学生が履修可能な上限単位数の設定、学修時間の増加・確保による主体的な学びの確立、などの単位制度の実
質化を図り、学士課程教育の質的向上に取り組んでいるか。 

○ 双方向型授業やアクティブ・ラーニングなどの課題解決型の能動的学修を推進するものとなっているか。 

【これまでの取組】 

1.全学的教学マネジメント下での学士課程教育の質的向上 

 取組内容①でも触れたとおり、全学的な教学マネ

ジメントの下、大学のグローバル化に求められる

様々な取組を行なっている。 

 

 

【シラバス充実及び体系的カリキュラム整備】 

 教員は日本語と英語でシラバスを作成し、大学は

インターネット上でそれらを公開している。よっ

て、学内外からオンラインでの閲覧

(https://ehandbook.icu.ac.jp/cgi-bin/Public/syl_top
.cgi?lang_in=J)が可能である。シラバスには以下の
記載項目がある:1.目的(Course Description)、2.

目標(Course Learning Goals)、3.内容(Contents)、

4.成績とグレーディング・ポリシー(Evaluation and 

Grading Policy)、5.参 考文献(Reference Books)、

6.注意事項(Note)、7.URL、8.連絡先(Contact 

Address)。 

 また、開学以来、すべての科目にナンバリングを

導入し、その内容やレベルが一目でわかるシステム

となっている。本学への留学を検討している学生

は、来日前に、専門分野科目の有無や開講科目の内

容、そのレベルなどを調べることができるため、履

修計画を立案しやすい。同時に、本学学生が海外留

学プログラムに参加する際にも、留学先大学での履

修計画を立てやすい。ナンバリングの確立は体系的

なカリキュラム整備を意味し、それが大学の国際化

に寄与し、学生の学修の深化に繋がっている。 

 

【GPAとその活用、履修上限単位数の設定】 

 成績管理では、開学以来 GPA 制度を採用してい

る。学業成績をはかる基準であり、奨学金給付可否

や海外留学プログラムへの参加選考の合否にも関わ

る、重要な数値となっている。成績が点数化される

ことで、それぞれの学生の学習到達度を客観的に把

握しやすくなり、履修のきめ細かなアドヴァイスが

可能になる。 

 GPAが 3学期連続もしくは通算で4学期間1.00未

満となった場合、当該学生は除籍になる旨を学則に

規定している。このため、成績不良の学生に対して

は、アドヴァイザー教員が特に注意を払い、必要な

場合には大学カウンセラーとも連絡を取り、教養学

部長、教養学部副部長(学修支援担当)と連携して指

導、助言に当たる。 

 一方で、成績優秀者(前学期の GPA が 3.70 以上、

【本構想における取組】 

1.全学的教学マネジメント下での学士課程教育の質的向上 

 本学では左記のとおり既に世界基準とも言うべき

様々な取組を推進してきた。自己点検や外部評価な

どに基づき、教育内容の改善向上に努めつつ、今後

もこれらの活動を継続する。 

 

【シラバス充実及び体系的カリキュラム整備】 

 シラバスについては、学修者にとってより分かり

やすいフォーマットを目指して継続的見直しと、フ

ァカルティ・デベロップメントを通じて記載形態の

統一を図る。このためのファカルティ・ディベロッ

プメントを積極的に実施する。 

 

 本学は、教養学部の下に様々な科目が提供されて

おり、学生が科目を履修する際、希望する科目が他

の科目と重複する状況が見受けられる。現在、教養

学部長の指揮の下、この状況を改善すべく、時間割

等の見直しを行なっているところである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【GPAとその活用、履修上限単位数の設定】 

 GPA制度は、表面に現れる数値の背景を的確に読み

取り、それに従ってどのような指導を行うかによっ

て初めて意味を持つものである。この点について、

今後も新任教員や非常勤教員も含めて十分な理解を

求め、制度の効果的な実施に努める。 
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かつ12単位以上の科目を登録、単位修得した者)を

学部長が表彰する“Dean’s List”制度もある。学

生が真摯な態度で学業に励み、深い思考力を身に付

けることを奨励している。 

 これに加え、履修科目登録数の上限設定等、単位

の実質化を図るための措置とその運用の適切性の観

点から、学期ごとの受講単位は13単位(体育実技を

履修する場合は 13 1/3 単位)をもって標準とし、ア

ドヴァイザーの許可があれば18単位までの登録を

認めている。18単位を超過する科目登録について

は、累積GPAが3.40以上の学生のみが申請すること

ができ、アドヴァイザーと教養学部長の許可のもと

で履修が可能となる。 

 

【学修時間増加・確保による主体的学びの確立】 

 学生全員に配布される日英両語の手帳「学生ハン

ドブック」には、「学生は１時限の授業（講義、演習

等）に対して、教室外において2時限分の学習（予

習、復習、宿題）を行うものとします」と明記され

ている。図書館は開架方式で、洋書・和書の区別な

く分類番号に従って配列されており、貸出冊数は無

制限で、大部分の図書が館外貸出可能である。1日

当たりの来館者数は1,068 名、学生 1人当たりの年

間貸出冊数は51.8 冊と全国平均の約6.2 倍（平成

23年度末現在）である。 

 また、学生が本当に学びたいことを見つけられる

ように、幅広い分野の科目で学問的基礎力を養いな

がら、2年次終わりまでに興味のある分野を絞り込

む「メジャー制」を導入していることから、年3回

の履修科目選択の際、何をどう学ぶのか、自身で意

思決定を行う機会がある。 

 また、授業支援ICT（Information Communication 

Technology, 情報通信技術）の利用により、授業時

間外における学生の能動的で自発的な学びを勧促し

ている。本学では現在「ムードル（Moodle）」という

ツールを利用している。例えば、授業前日夜までに、

課題図書の内容についての小テストをムードル上で

実施することで、履修者全員の課題図書の読み込み

と内容の共有を図ることが可能となり、授業内のデ

ィスカッションが充実したものとなる。 

 

【アクティブ・ラーニングの推進】 

 開学以来続く対話中心の少人数教育、授業支援

ICT による授業前、授業後の対教員・受講学生同士

の意見交換、予習教材の掲出、課題提出など、学生

のアクティブ・ラーニングを推進するハード・ソフ

ト両面の環境が整備されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【学修時間増加・確保による主体的学びの確立】 

 書き言葉による情報発信力の涵養のためWコース
を導入し、レポート作成時にライティングサポート

デスクの利用を促進し、学修時間を増加・確保し、

主体的学びを確立する。 

 ライティングは正確な英語表現を可能にし、また

これを課すことによって一定以上の学修時間も確保

される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【アクティブ・ラーニングの推進】 

 アクティブ・ラーニングについては、全教員がア

クティブ・ラーニングのための教授法を習得し、さ

らに資質と能力を向上させるべく、海外のリベラル

アーツ・カレッジにおいて教授法を学ぶ機会を提供

する。 
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取組内容③ 戦略的な国内外への教育情報の発信 
○ 中央教育審議会大学分科会国際的な大学評価活動に関するワーキンググループ「国際的な大学評価活動の展開状況や我が国の大学に関

する情報の海外発信の観点から公表が望まれる項目の例」（平成２２年６月）が掲げる、国際的な活動に特に重点を置く大学において公

表が望まれる項目について、大学のグローバル化に向けた戦略的な国内外への教育情報の発信が行われているか。 

【これまでの取組】 

１．大学グローバル化に向けた教育情報の戦略的発信 

 キャンパスにおいて日本語と英語によるバイリン

ガリズムを徹底している本学では開学以来、日本

語・英語併記で情報を発信している。現在では、大

学WEB サイト、パンフレット『大学案内』、大学概

況データブック『Fact Book』、広報誌『学報』を日

英両語で制作している。 

 中央審議会大学分科会のワーキンググループが呈

示した、国際的な活動に特に重点を置く大学におい

て公表が望まれる項目のうち、次のものは英語で公

表している。学生に関する基本的情報（専任教員当

たり学生数、卒業率、退学者状況、卒業後の進路、

学位授与数）、明確な方針に基づく教育課程とその

水準（教育課程、授業科目名やナンバリング、シラ

バス、非営利団体におけるサービス・ラーニングの

機会や海外留学プログラムの提供状況、学位認定基

準、学位と専攻分野の名称）、外国人教員数、研究

成果の生産性や水準（研究者情報データベース）、

教育の国際連携、留学生への対応、学部評価の実施

状況。 

 また、教職員が定期的にNAFSA（National 

Association of Foreign Student Advisors）等の国

際会議に参加し、関係機関との情報交換に努めるほ

か、志願者が在籍する諸外国のインターナショナル

スクール(本学は、開学当初より書類選考に基づく

学生の受入を行っており、SATや International 

Baccalaureate 等海外における大学進学資格等を参

考とし、その判断を行なっている。)や現地校を訪

問し、帰国生及び留学生の学生募集活動及び広報活

動を実施している。特に北米地域においては開学

来、ニューヨークに拠点を置く日本国際基督教大学

財団（Japan ICU Foundation）が、広報、学生募集、

アドヴァンスメントの諸活動を積極的に展開してい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【本構想における取組】 

１．大学グローバル化に向けた教育情報の戦略的発信 

 従来通り、大学概況や教育情報を日英両語で発信

する他、シラバスの拡充、教員研究情報の一層の充

実、大学が経済的支援を行っている海外学会発表の

実績を公表する。 

 また、WEB サイトを通じた日本語と英語のデジタ

ルコンテンツ発信を強化するため、コンテンツ作成

の実際的任務を担う「デジタルメディアサポート準

備室」を発足させる。 

 さらに、本取組の成果についても、海外に向け積

極的に発信する。平成 27 年度には、The College of 
Wooster から学長、自然科学分野の教員、学生を招
いて、基調講演、自然科学分野におけるリベラルア

ーツ教育のあり方に関するシンポジウム、学生によ

る研究成果発表会等を開催する。これにより、国内

外の高等教育関係者、理系学生の採用を意図する企

業、学生に、自然科学分野における国際教育交流の

成果を伝える。 
 

 

 



21 
（大学名：国際基督教大学）（申請区分：全学推進型） 

取組内容④ 事務体制のグローバル化 
○ 大学の教育環境のグローバル化に対応するため、招聘した外国人教員へのサポートや海外連携大学担当者との業務上の十分な対応が行

える専門の職員の配置や既存の職員の能力向上を推進しているか。 

○ 学内規程や手続書類など各種学内文書の多言語化を図り、教育環境のグローバル化への対応が図られているか。 

【これまでの取組】 

１．専門職員配置や職員能力向上推進 

 本学では、英語運用能力や海外留学経験のある職

員を、たとえば「国際センター」といった一部署に

集めるのではなく、人事部、教務部、学事部、学生

サービス部等、外国人教員や海外からの留学生に関

わる業務を遂行し必要なサポートを提供する関係部

署全てに配属している。 

 職員採用時の募集要件に TOEIC750 点以上等英語

検定試験のスコアを求めていることに加え、学外機

関が提供する語学研修プログラム参加により、様々

な国籍・文化的背景を持つ学生や教職員とのコミュ

ニケーションや、海外の大学との連絡、折衝、交渉

が可能な職員の育成に努めてきた。 

 外国籍の職員も在籍している。 

 

２．学内規程や手続き書類の多言語化 

 学内諸規程や各種通知文書等、学生・教職員を対

象とするものは、日英両語で提供されている。職員

として、ネイティブの非常勤の大学翻訳者が常駐

し、公的文書の翻訳やネイティブチェック業務を遂

行している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【本構想における取組】 

１．専門職員配置や職員能力向上推進 

 これまでも語学研修を含む海外研修プログラムを

実施してきたが、今後は職員の業務別海外研修の機

会を増やし、実務に即した能力開発に努める。 

 特に、アメリカのリベラルアーツ・カレッジにお

ける教員サポートや、学生支援のあり方を実際に業

務に携わりながら学ぶ機会を作る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．学内規程や手続き書類の多言語化 

 新しい学内規程等を整備する際は、継続して日英

両語で作成する。 
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様式２ 

様式 2 全体で４ページ以内 

グローバル人材として求められる能力を育成するための大学の特色に応じた取組 

○ 大学の教育目的や特色に応じた魅力的な取組内容となっているか。 

○ 大学の設定した目標の達成に必要な取組内容が計画されているか。 

○ 取組内容が、これを含む教育課程において、体系的に位置づけられているか。 
○ 国内外でのインターンシップによる企業体験等の機会確保や、産業界からの講師等の派遣など、必要に応じて産業界との連携が十

分に図られているか。 

【これまでの取組】 

1.英語運用能力のさらなる伸長 

 本学の教育の特色はその理念に謳われていると

おり、日本語と英語によるバイリンガリズムに基

づくリベラルアーツ教育である。 

 英語を母語としない４月入学生は、1 年次と２年

次に英語教育課程を履修する。必修であるこのプ

ログラムの目的は、英語開講される科目を受講

し、論文作成や口頭発表といった学術活動を行う

ための実践的な英語運用能力を獲得すると同時

に、リベラルアーツ教育への導入としての批判的

思考能力と、効果的に学ぶための技術を涵養する

ことにある。 

 国際基督教大学における英語教育は、1987 年度か

ら 2011 年度まで英語教育課程が主に担い、学内外

から高い評価を受けてきた。入学時のプレイスメ

ントテストにより三つの習熟度に分けられた学生

が、さらに 20 人規模のクラスに分かれ、学術活動

を行うための英語運用能力に特化したカリキュラ

ムを、最長約2年間をかけて履修していた。 

 英語教育の質をさらに向上させることを目的

に、英語教育課程は 2012 年度に「リベラルアーツ

英語プログラム（ELA）」として始動した。学術活動

のための英語運用能力の獲得、リベラルアーツ教

育への導入という目的において、新旧カリキュラ

ム間に違いはない。ELA では、従来３段階の習熟度

を４段階に増やし、以前は履修を免除されていた

英語運用能力の高い学生から、時間をかけて効果

的に学習を進める必要のある学生までを対象と

し、よりきめ細かい指導を可能にした。 

 また、夏期休暇の 6 週間を利用して この ELA の

単位の一部を取得する「海外英語研修=Study 

English Abroad(SEA)program」を実施することによ

り、大学入学までにまとまった期間の海外経験がな

い学生に、異文化体験をしながら集中的に英語を学

ぶ機会を与えている。 
 

 

【本構想における取組】 

1.英語運用能力のさらなる伸長 

 本構想は、リベラルアーツ英語プログラム（ELA）

を修了した全学生を対象として、学術活動を円滑

に行うための英語運用能力を評価するものであ

る。 

 評価のための指標として、世界的に利用されて

いる英語運用能力試験の一つであるIELTSを用い、

諸外国の大学に留学する際に必要とされる英語能

力の数値に達しているどうかかを、その判断材料

とする。 

 IELTS を用いることで、留学への意欲を高める効

果も期待される。現在ELAのプレイスメントテスト

としてTOEFL ITP を利用しているほか、留学を希望

する学生を対象としたIELTS対策講座および特別会

場によるIELTS受験の機会を提供している。しかし

ながら、TOEFL ITP は聴解力、文法力、読解力の評

価は可能である一方で、スピーキングやライティ

ングといった情報発信能力は計測出来ないという

弱点を持つ。さらに、IELTS 対策講座や特別会場に

よる試験実施は、留学への興味が強い希望者のみ

が利用するという状況であり、大学として総合的

にグローバル人材を養成するためには、さらに工

夫が必要である。 

 本構想においては、ELA 履修の全学生に IELTS 受

験を義務づけ、留学を意識させると同時に、大学

として受験を導入することにより受験料免除が実

現する。さらに、学生には試験結果をそのまま海

外留学の申請資料として活用できるというメリッ

トが生じる。 

 海外留学には必須の英語能力試験を受験するこ

とは、学生にとって金銭的負担が大きい。この負

担を軽減し、海外留学の障壁を一つでもなくすこ

とは、学生の留学への意欲を高めると考える。 

 今回の取組においては、ELA 主任が全面協力し、

プログラム全体が本構想に参画する。既述のとお

り、当該試験結果はELAにフィードバックされるた

め、その分析により、プログラムの目的達成度確

認と評価を行い、今後の本学における英語教育の

質の向上につなげる。 
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2.英語開講専門科目履修を通じた情報発信能力（ラ

イティング）の涵養 

 グローバル人材として世界に貢献するために

は、幅広い教養と深い専門性に裏打ちされた自身

の考えを構築する能力が不可欠である。同時に、

それを適切に表現する情報発信能力を備えている

ことは極めて重要である。現代社会は、メールや

Web によって情報発信することが多く、この発信力

という観点から英語で書く能力を備えていること

は必須であると考えられる。本学では、アカデミッ

ク•ライティング能力の育成を英語教育の中心に据

え、書き言葉による表現力の涵養を重視してき

た。ELAの中ではResearch Writingを重要なコンポ

ーネントの一つとして指導している他、2011 年度よ

りライティングサポートデスクの運営を開始し、

専門科目を履修する際にも書くことの訓練ができ

るように配慮している。しかし、英語開講の専門

科目で課されるライティングをサポートするとい

う意味ではまだ十分な機能を果たしていない。 

 また、本学では卒業論文作成を卒業要件として

おり、4年次の一年間をかけて卒論指導教員がきめ

細かな指導を行っている。このように、入学時か

ら卒業時まで一貫してアカデミック・ライティン

グ能力を育成するべく教育を行っている。このこ

とによって、より正確な表現能力を身につけるこ

とが可能となり、国際社会への発信力のある人材

が育っていると自負している。 

 

 

 

 

3.教育目的達成の具体的検証としての単位取得を

伴う海外留学 

 本学は開学以来、人と学問における国境を越え

た交流の実現を使命としてきた。この理想を実現

するため、充実した海外留学プログラムを運営し

ている。 

 

１．海外英語研修プログラム 

 上述のとおり、ELA の一部を英語圏の国で夏期 6

週間をかけて集中的に学ぶプログラムである。１年

次 210名、2年次 60名の定員で、Stream 1・2の
学生は選択科目 4単位分を取得し、Stream 3・4の
学生は選択科目 2単位に加え、必修コンポーネント
の 2単位分を履修することになるため、帰国後の秋
学期にこの分を他の科目の履修に充てることがで 

2.英語開講専門科目履修を通じた情報発信能力（ラ

イティング）の涵養 

 本構想においては、書き言葉による情報発信能

力の向上を主要な学習目標の一つに据えた科目を

設置する。学生は専門分野の知識を獲得すると同

時に、実践的なアカデミック•ライティング能力を

向上させることを目指す。現状では、英語教育課

程が終了した後は、英語開講の専門科目を履修す

る場合のレポート作成については、学生が

Research Writing で学んだことを基礎に自主的に

取り組むことが基本である。しかし、近年、多く

の学生がライティングにサポートを必要としてい

るとの指摘を受け、専門分野の科目を履修する段

階で、改めてそれぞれの分野に即したライティン

グ指導が必要であるとの認識が高まっている。 

 そこで、科目担当教員の他に英語による論文作

成指導を行うチューターをつける科目を「Wコー
ス」として設置する。専門分野に相応しいライティ

ングの力を養うと同時に、学生が卒業論文を英語

で作成することの動機付けにもしたい。また、W
コース以外の科目で、英語でレポートを作成する学

生のためにライティングサポートデスクの機能を

充実させ、将来的には本格的なライティングセンタ

ー に発展させる。 

 ライティングは正確な英語表現を可能にし、ま

たこれを課すことによって一定以上の学修時間も

確保される。現代社会では、Twitter やブログ等、

書き言葉によって情報発信する時代であるが、英語

によってこのような発信をする力をつけることは

グローバル化する社会において必須である。 

 

3.教育目的達成の具体的検証としての単位取得を

伴う海外留学 

 本構想においては、既存の海外留学プログラム

の内容や形態をさらに拡充し、より多くの学生が

海外での単位修得を伴う学修経験を得ることを目

標とする。 

 具体的には、以下の施策を導入し、全学生の60%

が、卒業時までに留学を経験する体制作りを目指

す。 

 

１．入学時点で英語運用能力の習熟度の高い「ELA 

Stream 1」所属学生を対象とした海外英語研修プロ

グラムの開設 
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きる。国籍や文化的背景の違う学生と英語でコミュ

ニケーションを取ることの意義を実感した学生た

ちは、帰国後の英語教育課程の授業にも大変積極的

に参加していることが検証されている。また、その

後の大学の海外留学プログラムに再度挑戦する学

生も多くいる。 

 

２．交換/海外留学プログラム 

 本学は、開学以来、人的・学問的国際交流の実

現を目標として掲げ、世界各国の協定校との交換

留学プログラムを通じて学生の送り出しと受け入

れを実施してきた。本学の交換留学の特徴は、送

り出しの場合においても受け入れにおいても、そ

れぞれが大学の正規の課程で現地学生と同じコー

スを履修するという点にある。そのため、送り出

す学生の選抜は非常に厳格に行っている。交換／

海外留学プログラムへの応募資格は、学部生の場

合は本学において 3 学期以上修了している者で、

GPA が 3.00 以上、TOEFL が iBT79 以上または

IELTS6.0 以上の者、また指導教授からの推薦状が必

要である。また、留学前にELA を修了していること

が前提であり、このため、交換・海外留学プログラ

ムへの応募は、2年次秋以降に限定されている。こ
のことは、正規課程に入学し、必ず単位を取得す

ることを実現するために重要な方針であると確信

している。その上で、国際教育交流主任と担当ス

タッフが全員に面接を行い、学生に最も相応しい

派遣先を決定している。 
 協定校との交換留学プログラムの他、在米の非

営利教育団体CIEE(Council on International 

Educational Exchange: 国際教育交換協議会)およ

び IES (Institute for the International 

Education of Students)を通じて派遣する海外留学

プログラムがある。留学中取得した単位は帰国後審

査の上、30単位を上限に編入することが可能であ

る。上述の通り、本学の交換留学はすべて現地大学

の正規の課程で学ぶことになっているため、ほぼ全

員がこの上限に近い単位数を持ち帰ることになる。

そのため卒業時期を遅らせる必要もない。 

 毎年約300名の学生が上記のプログラムを利用し

て海外留学の機会を得ているという事実は、本学

が掲げる国際性への使命をまさに実践しているこ

とを明確に示している。 

 

３．短期留学プログラム 

 一年間ではなく短期の留学を希望する学生の需

要に応えるものとして、主として夏期休暇を利用

したプログラムも実施している。すべて単位取得

を目的としたものである。 

a) カリフォルニア大学サマーセッションズ 

 2012 年度から英語教育課程が ELA に改革された

ことに伴い、習熟度が最上位にある Stream 1 の学

生にも 1 年次に「海外英語研修＝SEA program」に

参加する機会を設けることとした。従来は、英語能

力が非常に高い学生や一定の海外体験がある学生

は SEA program 参加の優先順位が低い仕組みにな

っていた。しかし、これらの学生にも入学時の早

い段階において、海外の大学で学ぶ機会を与える

ことにより、より一層高度な英語運用能力を身に

つけることができると考えられる。 

 

２．短期留学プログラムの拡充 

 経済情勢や就職状況が影響してか、この1、2

年、夏期短期留学プログラムへの参加者が増えて

いる。また、短期留学プログラムに参加した学生

の相当数が、その後交換留学にも応募しているこ

とも分かっている。加えて、交換留学協定校の中

には、先方からは毎年留学生を送って来るが、本

学から留学する学生が少ないために、人数の不均

衡を生じている大学がある。このような協定校の

一部が本学に対し、夏期プログラムへの参加学生

を、送出・受入の人数バランスに含めることを提

案している。このような背景を踏まえ、新規の短

期留学プログラム開発に取り組む。まず、現在、

先方から提案のある下記大学と交渉を開始する。 

a) 高麗大学（韓国） 
b) 梨花女子大学（韓国） 
c) タマサート大学（タイ） 
d) ニューキャッスル大学（英国） 
e) ティルバーグ大学（オランダ） 
 

３．サービス・ラーニング・プログラムを組み込

んだ新たな交換留学協定の導入 

 アジアに送り出す学生を増やすため、通常の交

換留学のみでなく、サービス・ラーニングを行う

プログラムを導入する。既に嶺南大学（香港）と

は、「本学の学生は夏期にサービス・ラーニングを

行い、嶺南大学の学生は１学期間本学で日本語及

び専門科目を履修する」という内容の協定を締結す

ることが決まっている。同様の協定を、レディー

ドーク大学（インド）とも交渉中である。 

 この二つの大学でうまく機能するようであれ

ば、アジアの他の協定大学にも拡げたい。 

 

４．理系学生の海外大学における共同卒業研究制

度の導入 

 2010 年に本学が自己点検評価を行った際、第三

者評価を依頼したThe College of Wooster の学長

から、自然科学教育を協同で行う可能性を示唆され

た。元来、本学の理系学生はカリキュラムの関係
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7~8月に6週間開講されるカリフォルニア大

学バークレー校とロサンゼルス校のコースか

ら5単位以上を履修するプログラム。交換留

学と同様のGPA と英語能力が求められる。定

員は20名。 

b) イギリス文化研究 
7~8月に4週間行われる英国ケンブリッジ大

学またはリーズ大学の夏期講座に参加し、歴

史、文学等のクラスを履修する。教養学部の

授業科目の一つとして開講されており、ICU

の 3単位分として成績も与えられる。交換留

学と同様のGPA および英語能力が求められ

る。定員は25名。 

 

４．サービス・ラーニング・プログラム 

 サービス・ラーニングは、キャンパスでの学び

を様々な人々と関わりながら実践し、さらなる学

びのきっかけを発見する機会として1999 年から正

式な科目として開講されるようになった。2002 年に

はサービス・ラーニング・センターが設立され、ア

ジアにおけるサービス・ラーニングの拠点として海

外とのネットワーク構築に努めてきた。現在では6

コースが開講されており、その中心となる実習コー

ス「コミュニティー・サービス・ラーニング」「国

際サービス・ラーニング」では、非営利機関等での

30日間相当の無償奉仕活動とレポートやプレゼン

テーション等の要件を満たすことにより単位を取

得できる。いくつかの分野では、サービス・ラーニ

ングおよび専攻分野の要件を満たし、卒業時に申請

すれば、修了証が発行される。現在では｢開発研究｣

「公共政策」「アジア研究」で行われているが、さ

らに拡大予定である。 

 

５．その他のプログラム 

 この他に単位取得ができる海外研修プログラム

として「海外フランス語研修」（4単位）および「海

外日本語実習」（3単位）があり、それぞれ担当教員

が引率している。 

 また、まだ単位化はされていないが、インターン

シッププログラムとして「アメリカ国立公園インタ

ーンシップ」が夏期に実施されている（一部サービ

ス・ラーニングの単位として認められる場合があ

る。） 

 

上、交換留学プログラム等長期の海外留学に参加

することが難しい状況にあり、本学の提供する夏

期短期留学プログラムのコースでも、理系の学生

が履修できるコースには限りがある。 

 一方、自然科学分野においては、英語による論

文作成・発表能力は必須であり、理系学生が英語

で学習する機会の提供は本学の教育目標に照らし

て必須である。The College of Wooster では

Independent Study と呼ばれる卒業研究を実施して

いる。その学生と共に、本学の理系の4年生学生が

実験・発表等を行う短期研修プログラムを開始す

る。まずは関係教員で時期や方法を話し合い、パイ

ロットプログラムを実施する。実施が軌道に乗った

ところで、単位化を考えたい。 

  

５．インターンシップ及び実習科目の単位化 

 これまで、本学では留学先で行った実験・実習

科目やインターンシップについては、単位として

認めていなかった。その主な理由は「本学の教員が

直接現地で指導することができないため」であっ

た。これらについては、事前準備あるいは事後の

報告書作成等を徹底させることにより、単位化す

る方策を検討し、実施する。 
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様式３ 

様式３全体で３ページ以内 

教員のグローバル教育力の向上の取組 

取組内容① 教育体制のグローバル化 
○ 国際公募による外国人教員や海外の大学での教育経験又は国内大学で外国語による教育経験を有する日本人教員の配置など教育体
制のグローバル化を図っているか。 

【これまでの取組】 

 

 本学の基本方針は、1949 年に開催された「御殿場

会議」において明確にされた。この会議で寄附行為

等が決定し、第二次世界大戦中滞米していた湯浅八

郎（元同志社大学総長）が初代学長、シラキュース

大学の教育学者トロイヤーが学務副学長に選出され

た。新大学の構想は、伝統的な日本の大学観とは異

なる理念に基づいて構築され、本学は教養学部 1 学

部の大学として開学することとなった。日本にリベ

ラルアーツ教育を第一の目的とする大学を開設する

にあたり、トロイヤー学務副学長は、学部長や教授

陣を海外の高等教育機関、とりわけ米国諸大学から

招聘した。このような経緯から明らかなように、本

学には 60 年前の開学当初から、海外の大学で豊か

な教育経験を持つ外国籍教員が、専任として配置さ

れ、その多様な教育観がカリキュラムに反映されて

きた。 

 この伝統は今日に至るまで脈々と受け継がれ、現

在は専任教員の 33.8％が外国籍教員で、その国籍

は世界15か国に及ぶ。 

 

 本学では、准教授以上の教員中 90％近くが博士

号を有し、内 70％は海外大学の学位取得者であ

る。日本の大学の博士号保有者も、そのほとんど

が、博士課程在学中あるいは学位取得直後に諸外国

の大学に一定期間籍を置いた経験を持つ。 

 リベラルアーツ英語プログラム・日本語教育プロ

グラムの教員（常勤講師）は、ほぼ全員が諸外国の

大学で外国語教授法を修めている。 

 教員採用の際には、本学 WEB サイトや国際的な学

会のサイト及び学術ジャーナル等を通して、全て国

際公募を行っている。 

 審査では、学歴（博士の学位を取得していること

の確認を含む）・研究業績・推薦状に基づく書類選

考で候補者を絞った上で、面談を行なうとともに、

必ず模擬授業を実施し、学生の主体的学修を重視す

る本学に相応しい教育能力を備えているかどうかを

評価した上で、本学教員としての資質を多角的に検

討し、採用を最終決定する。 

 任用が決定した教員に対しては、一部の例外を除

き、担当科目中に英語開講科目を含めることが求め

られている。 

 また、採用後も教員の研究時間および研修機会を

確保するため、「特別研究期間」の制度（サバティ

【本構想における取組】 

 

 教員の採用については、今後も博士号・本学の

教育目的に合致した教育能力、優れた教育の基盤

となる研究業績に比重を置いた審査を続け、本学

のグローバル化を一層推進していく。 

 採用した教員についても、現行の「特別研究期

間」のほかに、教員に対して教育能力向上の機会を

提供することを検討している。具体的には、本学

が国際教育交流協定を締結している海外諸大学と

の間で、「教員交換制度」を計画している。既に、

School of Oriental and African Studies

（University of London）, Middlebury College, The 

College of Wooster, Rutgers University からの提

案を受けて双方向の教員短期間派遣を計画中であ

り、本構想の一環として実施する。 
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カル制度）を設けている。この制度は、研究・教育

水準の維持向上に不可欠であり、6 年間(18 学期)勤

務した者が、所定の審査を経て、1 年間(3 学期)の

特別研究期間を取得することができる。この制度を

利用して諸外国の高等教育機関に客員研究員として

在籍する教員も多く、本学の教育体制のグローバル

化を維持する一翼を担っている。 

 

 
取組内容② グローバル教育力向上のための取組 
○ 学内におけるグローバル教育力向上のための取組（海外大学からの講師招聘によるＦＤなど）を推進しているか。 

○ 教員の教育力を評価する取組やその結果の人事への反映など教育力向上のためのインセンティブを図っているか。 

○ 海外の大学における教育活動を通じたグローバル教育力向上の取組（海外協定大学での授業実施等の実践型研修など）を推進してい

るか。 

【これまでの取組】 

 
１．ファカルティ・ディベロップメントの取組 
 本学では国際基督教大学ファカルティ・ディベロ

ップメント（FD）委員会規程」に基づき、教養学部
長および大学院部長のもとに置かれた FD 主任を委
員長とする FD 委員会が、教育改善のための組織的
取組を牽引している。 
 この枠組の中で海外から FD やライティングセン
ター運営の分野で先駆的な取組に従事している講師

を招聘し、事例研究を実施している。また、学生の

自発的学修を支援する学内部署「アカデミックプラ

ンニング・センター」は NACADA（National Academic 
Advising Association）会長らを講師に招聘し、全学
横断的なアドヴァイジング制度をテーマとしたシン

ポジウムを開催、さらには、日本国際基督教財団（在

ニューヨーク）の支援を得て、語学プログラム評価

の専門家を招聘し、英語教育課程・日本語教育課程

の専任教員を対象にワークショップ形式の実践的研

修を開催した例もある。 
 
 新任教員オリエンテーションにおいては、大学の

理念と歴史、リベラルアーツ教育の目的や授業効果

調査(Teaching Effectiveness Survey)、シラバスの書き
方について、教養学部長と FD 主任が講義形式で説
明を行うほか、カウンセリングセンター長から学生

へのアドヴァイジングについて、教務担当者から成

績のつけ方について説明がある。 
 また、新任教員には、一人一人メンターの教員を

つけ、本学の教育理念や教育方法を具体的に伝授す

るようにしている。 
 

【本構想における取組】 

 

本構想では、IELTS の結果に基づき、リベラルアー

ツ英語プログラムの評価並びに改善を行なう一

方、関係機関より英語教育の専門家を招聘し、学

内関係者との意見交換の場を設ける。 

 

１．教育力の評価 

 2012 年 5 月に、法人理事会の小委員会として、

「人事委員会」を設置した。ここで教員評価につい

て包括的に検討するが、その中で教育力の適切な

評価方法を構築し、本構想期間中に実施する。 

  

 

２．協定校での授業実施 

 取組内容①で触れた「教員交換制度」の一環とし

て、国際教育交流協定締結校との間で、相手校の

先駆的実践を学ぶと同時に本学の教育の長所を発

信し、互いに切磋琢磨することを目的に、授業実

施のための教員交換を実現する。 
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 これに加えて、インターネット上の学習支援ソフ

ト等教育支援ツールに関する講習会、ベスト・プラ

クティス、特別支援教育(Special Needs Students の
サポート)を主なテーマとして、年に数回、学内外
講師を招聘して教員対象セミナーを実施している。 
 
 教育力の向上には、高く評価される授業を実際に

見学するのが効果的である。本学では、一般教育科

目の授業をすべての教員に開放し、互いの授業実践

から学び合う機会を設けている。 

 

２．教育力の評価 

 教員の昇任人事では、候補者に教育・研究・大学

運営・社会貢献について自己評価書の提出を求めて

いる。審査にあたり、教育面では、新たなコースの

開発、既存コースのシラバス改善、教育支援ツール

を用いたコース実践等に関する記述を重視してい

る。 
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様式４ 

様式４全体で３ページ以内 

日本人学生の留学を促進するための環境整備 

取組内容①  日本人学生に対する動機付けや、留学を促進するための取組 

○ 入学時からの動機付けや留学にむけた学生の準備・計画作成支援などへ配慮されたものとなっているか。 

○ 単位取得を伴う海外留学プログラム等の開発を支援する体制は整備されているか。 

○ 諸外国の大学の留学等に関する情報や奨学金に関する一元的な情報収集・提供、獲得にむけた支援に取組むものとなっているか。 

○ 学生が海外留学するにあたり、修得可能な科目、帰国後の単位認定に関する基準や手続き等の情報が事前に提供され納得して参加す

ること（ラーニング・アグリメント）が可能となっているか。 

○ 海外留学を促進する制度等の導入を推進しているか。 

【これまでの取組】 

１．入学時からの動機付けや留学にむけた準備・計画支援 

 本学では卒業までの４年間に様々な海外留学の機

会があるため、まず入学式直後のオリエンテーショ

ンにおいて、いつどのような留学をするのが自分に

とって最適か選べるように、各プログラムの趣旨や

特長について説明している。 

 特に 2008 年度にメジャー制度を開始してから

は、アカデミック・プランニング全体の中に留学を

組み込めるよう、アカデミック・プランニングセン

ターや教員アドヴァイザーによるアドヴァイスを強

化している。また定期的に留学説明会を開催し、留

学から帰ってきた先輩学生や留学経験のある教員か

ら、留学がいかに得難い経験であったかを語っても

らう機会としている。過去の派遣学生や協定校から

受入中の交換留学生との情報交換や交流の機会はで

きるだけ多く設定し、留学を身近に感じ、実現に繋

げられるように努めている。 
２．単位取得を伴う海外留学プログラム開発支援体制 

 新規留学プログラム開発を含む、すべての海外留

学プログラムに関する取組方針は、学務副学長の諮

問委員会で、国際渉外部長を委員長とする「国際教

学プログラム委員会（Committee for International 

Programs）」において検討・審議の後、決定される。

委員は各部署の代表および分野代表の教員で、海外

大学との各種プログラム運営の評価・検討をあらゆ

る側面から行っている。 

 大学のプログラムとして正式に認められた場合に

は、担当部署が今まで蓄積された知識・経験を踏ま

えて、具体的なプログラムの内容調整を行う。 
３．海外留学や奨学金情報の一元的情報収集・提供 

 本学の単位付与対象の海外留学プログラムは主に

国際教育交流グループ及び教養学部事務グループが

担当しており、各部署において研修校・留学先の情

報を随時更新し、学生が閲覧できるように資料を整

備・管理している。これを統合して情報を一元化

し、学生への情報提供や対応を効率よく迅速に行う

体制整備に向け、準備を進めている。現在でも、出

発前オリエンテーションでのメンタルヘルス・異文

化適応・危機管理セッション等では連携し、情報共

有する体制をとっている。 

【本構想における取組】 

１．入学時からの動機付けや留学にむけた準備・計画支援 

 これまで同様、きめ細かなガイダンス、に加え、

今後は多様な留学プログラムを展開していく中で、

それぞれのプログラムの特長がより明確に分かるよ

う、Websiteなども活用し、情報発信の充実に努め
る。現在、アカデミックプランニング・センターの

ピア・アドヴァイザーの中にも留学経験者がいる

が、留学専門のピア・アドヴァイザーの養成にも着

手する。 
 
 
 
 
 
 
 

 

２．単位取得を伴う海外留学プログラム開発支援体制 

 現協定校のうち、単位取得を伴うアカデミックな

科目を履修できる夏期プログラムを開講している大

学を模索し、ICU の単位付与が可能なプログラムを

増やし、短期留学を促進する。 

 また、協定校から長期の留学生を受け入れる代わ

りに、ICU 生は相手校のサービス・ラーニング・プ

ログラムに参加可能となる協定を結び、柔軟な留学

の形態を提供する。 

 理系の学生については、海外大学において卒業研

究を共同で行う枠組みを設け、理系の学生にも海外

での学修経験を提供できるよう、学生と教員の交流

を促進する。 

３．海外留学や奨学金情報の一元的情報収集・提供 

 左記（本項目「これまでの取組」の５）既述の通

り、国内外の NPO や NGO、国際機関、自治体など公

共機関や福祉施設での奉仕活動を行う「サービス・

ラーニング」が、その後の留学につながる例が少な

くないことから、サービス・ラーニングと、海外留

学プログラムの担当部署を統合し、学生がより一層

利用しやすい組織を整備する。 

 さらに、海外フランス語研修など、本学が提供す

る科目の延長に位置付けられている海外研修を、上
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 奨学金については、日本学生支援機構（JASSO）が

提供する留学生交流支援制度（短期派遣）だけでな

く、ショートステイ・ショートビジット（SSSV）を

活用し、１年間の長期留学のみならず、３ヶ月未満

の留学に関しても同様に奨学金受給のチャンスを設

け、卒業までにより多くの学生が海外で学ぶことが

できるようにしている。これ以外の奨学金・融資制

度については、奨学金担当部署と連携し、情報提供

に当たっている。 
４．ラーニング・アグリーメント 

 留学中に取得した単位は審査を経て、最大 30 単
位まで本学の単位として認定する。その取り扱いに

ついては、単位認定基準や上限についての情報を、

冊子やオリエンテーション時の配布物、また教務グ

ループからの説明を通して周知徹底している。 
 このように、留学・海外プログラムの担当部署だ

けではなく、部署横断的な連携や教員・在学生（留

学生・留学経験者）の協力を得ることにより、学生

の海外留学への関心を高め、教職員が一体となって

その必要性を説き、多くの学生の事情とニーズに合

わせ、長期・短期の海外経験を積むことのできる機

会を提供し、その機会の多様化に努めている。 
５．海外留学促進制度の導入推進 

 本学では現地学生と同じ条件で専門科目を学び、

単位を取得して帰国することを目的としているた

め、一年間の海外留学プログラムへの応募は、２年

次秋以降に限定している。しかし、その一方で、早

期に生きた英語と異文化に触れる機会として、１年

次もしくは２年次の夏期休暇中に実施する６週間の

海外英語研修(SEA=Study English Abroad)プログラ

ムも設けている。 

 これらのプログラムへの参加をきっかけに、英語

で専門科目を学ぶことができる他の夏期短期プログ

ラムや、長期の交換留学への参加を考える学生も多

い。また国際サービス・ラーニングのコースを履修

し、海外での非営利機関における奉仕活動を経験す

る中で、学びを深めるきっかけを得、その後海外留

学プログラムに参加した学生も少なくない。 
 満足度の高い短期プログラムを提供することが、

より長期の留学への参加を促すことに繋がると考

え、プログラムの質の向上には特に留意している。 

記の国際プログラム担当部署の下に置き、情報提供

の一元化を図り、学生にとっての利用利便性を強化

し、留学しやすい環境を創出する。 

 

 

 

 

 

 

４．ラーニング・アグリーメント 

 従来から、留学先で修得可能な科目、本学での単

位認定の基準・手続きに関しては、事前に十分な情

報提供を行い、学生は留学中及び帰国後の学修計画

をしっかり立てたうえで海外諸大学に留学してきた

が、引き続き、正確な情報提供と、その機会の多様

化に努め、留学先大学別の単位編入状況が一目で分

かるように、データベースを構築し、より詳細な単

位編入についての情報が得られるようにする。 

 

 

 

 

５．海外留学促進制度の導入推進 

 留学に参加する上で必要となる英語運用能力強化

の一環として、学内で IELTS の無料講習および学内

試験の実施（特別会場）を継続する。 

 

 また、留学中に履修した科目のうち、本学で認定

される単位数の見直しを行う。現在の認定単位数の

上限は30単位であるが、短期留学に参加した後に交

換留学にも参加する学生が増えているため、この上

限を見直して増やし、学生がより多くの海外留学プ

ログラムに参加しやすい環境を整える。 

 
取組内容② 留学中から帰国後にわたるサポート体制 
○ 帰国後の学業生活に支障のないよう、留学中から帰国後におけるサポート（健康管理や学修管理など）に配慮されているか。 

○ 産業界との連携等による留学中及び帰国後の就職支援に取組んでいるか。 

○ 緊急時、災害時の対応のための留学中の日本人学生をサポートするリスク管理への配慮が行われているか。 

○ 上記のサポートを高度に実施するための履修アドバイザー、サポートスタッフ等の配置や学内外での研修など体制の強化が図られて

いるか。 

【これまでの取組】 

１．帰国後を見据えた留学中のサポート 

 海外留学が決定した学生については、一連の手続

きを通して学生の留学適応力を育むため、きめ細か

【本構想における取組】 

１．帰国後を見据えた留学中のサポート 

 既に関係部署との連携のもと、学生の４年間の学

びがスムーズに進むよう取り組んいるところである
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いサポートばかりではなく、主体的に自力でも留学

の準備を進められるよう支援している。留学予定者

全員出席の出発前オリエンテーションでは、教務グ

ループや就職相談グループ、カウンセリングセンタ

ーといった関連部署が連携し、出発前から学修、就

職活動、心身の健康などの支援・指導を開始する。 
 本学では、海外留学は特別なものではなく、学部

教育に不可欠な一部分と認識されているため、入学

後すぐに学生一人ひとりにつく専任教員（准教授以

上）アドヴァイザーや、各メジャー（専修分野）に

置かれたメジャー・アドヴァイザー教員は、留学後

も履修計画の指導や学生生活上の諸問題への助言を

行う。同時にアカデミックプランニング・センター

では、常駐職員が相談に応じる。 
２．産業界との連携等による就職支援 

 近年、交換留学出願前から就職活動に関する相談

が増加し、海外留学中もメールなどでの問い合わせ

がある。本学では、留学目的を第一に考えるよう指

導すると同時に、安心して留学に臨めるような就職

支援に努めている。具体的には、留学前からのオリ

エンテーションや個別相談の他、留学中、帰国後も

必要な支援を心掛けている。とくに、登録者には留

学中も「就職メールマガジン」を配信、国内にいる

学生と同様の情報提供を行っている。帰国後は、帰

国時点での就職活動状況や、限られた時間の中での

就職活動の進め方を説明し、留学帰国者対象の就職

ガイダンスなどの行事開催や個別相談を実施してい

る。併せて、留学から帰国した学生のための求人先

開拓など、企業との情報交換も頻繁に行っている。 
３．留学中の学生をサポートするリスク管理配

慮・高度に実施するための体制強化 

 緊急時の対応については「国際基督教大学学生海

外教育活動安全対策規程」及び「学生海外緊急事態

対策マニュアル」を整備し、これらに従い対応す

る。留学参加者全員には大学指定の海外旅行保険に

加入させ、渡航前オリエンテーションを通じて緊急

時の対処法や、補償内容などの情報提供を行う。 
 また、本学が各学生に付与するメールのほか、個

人使用のメール、現地使用の携帯電話番号など複数

の連絡先を学生から収集し、緊急時に複数のチャネ

ルから連絡できる体制を整えると同時に、派遣先各

協定校の担当者と迅速に連絡を取ることができるよ

う緊急連絡先を把握している。さらに渡航前には、

本学とのオフィス開室時間外用の緊急連絡先を、学

生及び保護者に提供している。 
 その他、カウンセリングセンターの協力を得て、

留学中に日本語でのカウンセリングを必要とする学

生には、スカイプなどを通して相談ができるよう連

携を行っている。 

が、新卒採用環境の変化や学生ニーズに対応し、今

後は特に就職相談グループとの連携を一層強化し、

卒業後の進路まで見据えたアドバイスを行う。 

 

 また、本学では就職のみならず、海外の大学院に

進学する学生も少なくない。従来は、教員アドヴァ

イザーを中心としてこれらの学生を支援してきた

が、関係部署との連携を進めるだけではなく、本構

想期間中に情報を一元化し、より積極的な支援体制

を構築する。 

 

 

 

 

２．産業界との連携等による就職支援 

 就職と海外大学院進学双方を見据えた、より良い

学生支援のため、教職員の学内外の研修参加の機会

を増やす。 

 産業界との連携については、キャリア教育全般

と、帰国前後の就職活動支援の２本柱で進める。 

 キャリア教育全般では、日本アイ・ビー・エム株

式会社相談役であり、社団法人経済同友会終身幹事

の北城恪太郎本法人理事長による“Leadership”を

テーマとする ELA 授業内における英語でのレクチャ

ーと、本学卒業生であり、ハーバード経営大学院で

教鞭を執る竹内弘高教授による“Graduating from 

ICU and Becoming a Wise Leader”と題した高学年

対象講演会を、継続的に実施する。 

 また、帰国前後の就職活動支援においては、国内

外の同窓生の協力を得て、企業関係者から留学希望

学生や留学中、帰国後の学生に対し、就職・海外大

学院進学についての助言を得る機会を設ける。 

 

３．留学中の学生をサポートするリスク管理配

慮・高度に実施するための体制強化 

 海外留学プログラム参加学生が事故に巻き込まれ

たことを想定し、全学参加のシミュレーション訓練

を 2008 年度に実施したが、今後も継続して定期的
に実施する。 
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様式５ 

様式５全体で３ページ以内 

語学力を向上させるための入学時から卒業時までの一体的な取組 

取組内容① 入試における中等教育段階までの外国語力・留学経験等の適切な評価 
○ ＴＯＥＦＬ等のスコアの入試への活用又は既存入試の改善などにより、４技能（リスニング・スピーキング・リーディング・ライテ

ィング）を適切に評価するものとなっているか。 

○ 入学志願者の留学経験や在外経験等を適切に評価するものとなっているか。 

【これまでの取組】 

 

 本学では、自己と世界の変革に挑戦する様々な可

能性に満ちた学生を受け入れるため、教養学部では

多様な選抜方法と多元的な評価尺度による入試を実

施している。現在 7 つの入学選考を実施し、主とし

て日本の学校教育法による高等学校教育を受けた者

を 4 月に、外国の教育制度のもとで高校最終学年を

含み継続して 2 年以上教育を受けた者(留学生を含

む)を 9月に受け入れる。 

 

 このうち、４月に受け入れる学生を対象とした一

般入学試験の英語は入学後、本学における「英語で

の学び」への適性があるかどうかを評価するもの

で、英語でものを考え、理解し、分析する能力を測

ることを目的としたリスニングを含む英語の試験を

実施している。 

 このほか、帰国生特別入学試験や社会人特別入学

試験（いずれも４月への入学者）においても、

TOEFL、TOEICやIELTSの試験結果の提出を義務づけ

ている。 

 

 一方、入学の段階で、大学レベルの英語能力を保

持していることが求められる９月入学生を対象とし

た書類選考制度においては、中等教育の６年間英語

による教育を受けていない場合には、TOEFL または

IELTS の試験結果の提出を義務づけており、英語能

力の基準として、TOEFLはiBTで79、IELTSでは6.5

を求めている。 

 

 海外での学修経験を求める制度は、帰国生特別入

学試験及び９月入学書類選考制度であり、前者は、

十分な日本語能力を持ち、なおかつ自らの海外経験

をリベラルアーツにおいて生かし開花させる資質を

持つ学生を広く求め、後者は大学の理念の一つであ

る責任ある地球市民の育成のために、国籍に関わら

ず学術的人間的に飛躍できる学生の獲得を目指して

いる。 

 

【本構想における取組】 

 

 今後も多元的な評価尺度による入学者選考を続

け、本学の教育を通して、開学以来意図してきた

グローバルな人間に成長する可能性を持つ志願者

の受け入れを充実させていく。 

 入試の方向は、教養学部長のもとに設置された

入学者選考方針委員会において決定される。この

委員会では、今年度初めから現在の入学者選抜制

度の見直しに着手している。新たな制度構築にあ

たっては、各種英語能力検定試験の活用を進める

と同時に、大学としても情報発信能力（スピーキン

グ・ライティング）を適切に測定する方策を組み込

む。 
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取組内容② 卒業時の外国語力スタンダードを見据えた効果的な語学教育及び教育体制 
○ 入学時プレイスメントテストによる習熟度別語学クラスの編成など、効果的な語学教育を行っているか。（この観点については、構

想を必ず記載してください。） 

○ 学生の語学力向上度の測定（定期的（セメスターごと、学年ごと等）な４技能を適切に評価する語学力試験の実施等）による教育効

果の分析と語学教育へのフィードバックが図られているか。 

○ 外国語による論文作成（アカデミック・ライティング）能力の養成のための個別指導体制の導入や教育が行われているか。 

○ 外国語で論理的に説明し、他者と議論できる力を養成するための少人数語学教育等が行われているか。 

○ 留学先の大学で専門科目レベルの履修が可能な力を養成するための留学前準備教育が行われているか。 

【これまでの取組】 

英語教育課程(ELP) 

 効果的な英語教育の実施 

 本学には長年にわたり、効果的な英語教育の歴史

がある。1987 年度から 2011 年度までは、習熟度別

の少人数クラス編成を軸に、2年間の集中英語教育

を実施した。この英語教育課程(ELP)は、１年次

に、「読解と論文作法」、「精読と英文構成法」、

「コミュニケーション•ストラテジー(英語で伝達を

行う際の技能)」の３科目、２年次に、「ソフォモア

英語 (総合的な学術英語の実践科目)」と「論文作成

法」の２科目を履修することで、４技能の統合的な

向上を図るカリキュラムとなっていた。ELP の主な

特徴は以下の点に集約される。 

１．TOEFL ITP、本学の一般入学試験またはセンタ 

  ー試験、入学以前の英語学習履歴などの情報、 

  あるいは学生自身の自己評価と履修希望、さら 

  に英語担当教員との個別面談等を用いた習熟度 

  別クラス編成を行う 

２．授業内のコミュニケーションは、教員だけでな 

  く学生同士も全て英語で行う 

３．授業は約20人の少人数クラス単位で実施さ 

  れ、教員による講義中心ではなく、学生同士の 

  グループ討論や課題を中心に、英語を使用する 

  機会を多く提供する 

４．大多数の学生は週10コマに及ぶ集中カリキュ 

  ラムを履修する 

５．授業では、リベラルアーツへの導入にふさわし 

  い学際的なテーマを扱う 

６．学術活動に必要なスキルの育成を目標とする 

７．情報発信能力としてのアカデミック•ライティン 

  グの指導のために、個別指導の時間を週1回設 

  ける 

８．教材は主に英語話者向けに作成された、大学生 

  にふさわしい内容のものを使用する 

９．科目間に有機的なつながりを持たせ、統合カリ 

  キュラムを実施する 

10．様々な文化的・教育的背景を持つ教員と学ぶこ 

  とで、グローバル社会におけるコミュニケーシ 

  ョン能力を培う 

 

語学力向上度の測定 

学生の英語運用能力の向上と英語教育の効果は、複

数の教員による多面的な４技能の評価、学生による

【本構想における取組】 

リベラルアーツ英語プログラム (ELA) 

 効果的な英語教育の実施 

 本学における英語教育の更なる向上を目指し、

これまでの懸案事項を取り入れた改革により、

2012 年４月に ELA として新たに始動した。 

ELP で培った強みである前述の特徴を継続しつつ、

主な改革変更点は、多様化する学生のニーズに合

わせた、よりきめ細やかで効果の高い指導を可能

にするためのカリキュラムの構築である。特に、

ELP の履修終了時の英語運用能力が十分とは言えな

い学生に対し、どのようなカリキュラムを提供する

かは大きな課題であった。 

 １年次 ELA は４つの習熟度(Stream 1-4)に分か

れ、ELP と同じく、リベラルアーツ導入のためのテ

ーマを共有しつつも、習熟度別に異なる科目、教

材やテストの使用を実施する。２年次は、１年次

の習熟度に関わらず、全員がResearch Writing（論

文作成）という論文作成の方法を学ぶ科目を履修す

る。ELPでは習熟度の異なる学生が２年次の科目を

共に履修していたが、ELA では、Stream 1 と 2の学

生は、実質１年次にこの２年次カリキュラムを履

修する。Stream 3 と 4履修学生は、２年次に、それ

ぞれのStream 毎の混合編成クラスでこの科目を履

修する。徹底した習熟度別カリキュラムにより、学

生により適切な学習環境と指導を提供することを

可能とするのが狙いである。 

 習熟度の細分化とそれに基づいたクラス編成を

行うことで、より一層の多様化に対応したELAにお

いては、全ての学生について優れた学習効果が期

待される。とりわけELA開始の１年次に学術活動の

ための英語運用能力が不足しているStream 4 の学

生には、大きな教育成果が期待される。 

 

 

 

 

 

 

 

語学力向上度の測定 

ELA の教育効果を評価するため、プログラム修了時

に履修者全員にIELTS を実施する。IELTS を使用す
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自己評価などの統合的評価により、確認されてき

た。特に学生による課程評価は、英語教育担当教員

に共有され、コース改革、教材開発などさまざまな

面におけるプログラムの質向上のためのフィードバ

ックとして機能していた。学生の英語運用能力の客

観的測定手段としては、TOEFL ITP が用いられ、入

学時のプレイスメントの一環として年度始めに一

度、また１年次修了時に再度実施していた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

論文作成能力養成のための個別指導体制 

学術活動に資する実践的英語運用能力の涵養を目指

すELP では、特に論文作成能力の養成に力を注ぎ、

アカデミック•ライティングの科目には週１~２の

個別指導の時間を単位の一部として設け、教員によ

るきめ細やかな指導を可能にした。個別指導の時間

に対する学生の評価は非常に高く、論文作成能力向

上の大きな要因として認識されている。 

 

 

 

論理的説明や議論を行う能力養成のための少人

数教育 

書き言葉による情報発信能力の涵養と並んで、討論

やプレゼンテーションといった口頭による情報発信

能力の向上もELP の重要な教育目標であった。徹底

した少人数教育と集中授業スケジュール、英語のみ

の使用を前提として展開する授業は、学生に英語の

使用を意識させ、短期間でのスピーキング能力の向

上に寄与している。さらに、小グループによる討論

中心の授業アプローチにより、学生が積極的に英語

を使用してのコミュニケーション活動に参加するこ

とを奨励し、可能にしている。 

 

留学前準備教育 

ELP の教育目標自体が英語で開講される授業を通し

て学術活動に積極的に参加することにあるため、留

学をする学生のための特別な準備教育は必要としな

い。日々ELPで学習を積み重ねることで留学への意

欲が高まり、海外の大学で専門科目を履修できる英

語運用能力を身につけたと学生自身が判断している

というのが現状であった。 

ることで、学生の学術的英語運用能力をより包括

的に把握できると期待される。また新生ELAカリキ

ュラムの補強すべき点の検討を行い、効果的なプ

ログラム構築のための資料とする。 

 加えて、学生にテスト結果を提供することによ

り、多くの学生に海外留学を勧めることが可能と

なる。通常、英語圏への留学に求められる一般的

な水準がIELTS の得点 6.5 以上であることから、

ELA で学ぶ学生についてもこれを平均的な目標水準

と定める。 

 今後５年間にわたりELAの学生全てがIELTSを受

験することは、新しいELAのプログラム発展に寄与

するばかりでなく、学生の学術的英語運用能力の

向上や、海外留学への動機付けのためにもきわめ

て重要な役目を果たすことになる。 

 

論文作成能力養成のための個別指導体制 

論文作成能力はELAにおいても主要な教育目標であ

り、個別指導、２年次カリキュラムを通して引き続

きその養成に努める。個別指導は、教員が一方的に

学生の論文の問題点を指摘するためにあるのでは

なく、むしろ論文作成能力における課題を学生自ら

が発見し、その向上のために教員と一対一で話し合

うための時間である。問題を分析し、その解決策を

共に探る、まさに少人数のリベラルアーツ教育の具

現化を可能にしている仕組である。 

 

論理的説明や議論を行う能力養成のための少人

数教育 

口頭での情報発信能力についても、引き続きその

養成に努める。入学以前に英語での口頭によるコ

ミュニケーションの経験が少ない学生のために、

Stream 3 ならびに Stream 4 にはスピーキングの機

会を多く提供するコースを設置した。 

 中でも、論理的説明や議論を行う能力養成のた

め、ELA のコンポーネントの一つ“Academic Skills”

の中に、Academic Debate と Lectures and Critical 

Discussion といったクラスを設けた。これにより、

一層の口頭での表現力習得を目指す。 

 



35 
（大学名：国際基督教大学）（申請区分：全学推進型） 

様式６ 
様式６全体で４ページ以内 

構想の実現に向けた推進体制、準備状況、資金計画の合理性 

取組内容① 構想のマネジメント体制と評価、改善の取組 
○ 構想のマネジメントを統括する推進体制が学内に構築されているか。 

○ 構想の実施、達成状況を評価し、改善を図るための学生や外部有識者による評価に取り組んでいるか。 

【本構想における取組】 
１．構想のマネジメント統括推進体制 
 本学は 2012 年 4 月に組織を再編し、それまで教養学部長の下にあった海外留学プログラム担当部署の
国際教育交流グループを学長および副学長の事務担当部署である行政事務部内に置き、学務副学長を補
佐する国際渉外部長の直下で、学内の国際交流プログラムを包括的に推進する体制を取ることとした。 
 取組「英語運用能力のさらなる伸長」については、改革なったリベラルアーツ英語プログラムのあり方
について、学長がオブザーバー、学務副学長が委員長である「ELA 運営検討委員会」が継続的に検証してい
く。 
 取組「英語開講専門科目履修を通じた情報発信能力（ライティング）の涵養」については、図書館と教
養学部長室が共同で運営しているライティングサポートデスクが、運営および評価・改善の主体とな
る。 
 取組「教育目的達成の具体的検証としての単位取得を伴う海外留学」の検証については、学務副学長の
諮問委員会として設置されている「国際教学プログラム委員会」が定期的に見直しを行っていく。 
２．学生や外部有識者による評価 
 さらに、本学が毎年実施している4年生卒業時調査、複数名の外国籍の大学関係者を含めた学外有識者
による評価、近く本格稼働させるInstitutional Research（IR）のデータなどにより、多角的な評価を行
う。 

取組内容② 得られた成果の公表・普及と国内大学のグローバル化への貢献 
○ 取組を通じて得られた成果について、日本語及び外国語での公表（WEBサイト等）の他、報告会、発表会等の報告の場を設けて、各

大学や学生、産業界等への普及を図るものとなっているか。 

○ （タイプAのみ）他の大学と連携した取組の実施や産業界との連携によるシンポジウム等の開催など、国内大学のグローバル化を先

導する大学として、他の大学のグローバル化推進に貢献する取組を実施するものとなっているか。 

１．広報活動 

 日英両語をキャンパスの公用語とする本学では、大学WEB サイトや各種案内はもとより、『学報』のよ

うな定期刊行物においても、日本語・英語併記で情報を発信することとしている。本構想についても大

学WEB サイトや定期刊行物で情報発信を行い、進捗状況を広報していく。 

 大学志願者向けの広報活動としては、JICUF や ICU 高校と連携し北米とアジアにおける学生募集活動を

実施している。今後は「グローバル４大学交流協定」に新規加盟の１大学を加えた５大学で、海外におけ

る進学相談会を開催する。そのような場で成果の広報に努める。 

２．他者との共有 

 平成 27年度には、The College of Wooster から学長、自然科学分野の教員、学生を招いて、基調講演、

リベラルアーツにおける自然科学分野教育のあり方をテーマとするシンポジウム、学生による研究成果

発表会等を開催する。これにより、高等教育関係者、理系学生の採用を意図する企業、学生に、サイエ

ンスの分野における国際教育交流の成果を伝える。 

 また、取組最終年度には、ELA の成果を学外関係者と共有するためのシンポジウムを開催し、日本の英

語教育への具体的貢献を目指す。過去には、ELA 教員が東京・三鷹市内の小学校教諭に英語指導法を伝え

る取組を実施した実績があるが、今回企画しているシンポジウムの対象を拡大することで、教育関係者

にとどまらず、企業の人事部門担当者、近隣地域の関係者等多くの関係者と、本学開学以来の英語教育

課程とグローバル人材育成の蓄積を共有したい。 

 本学は、学生と教職員の幅広い交流と、国際的な教育の質保証に向けた連携・協働のため、国際教養

大、早稲田大国際教養学部及び立命館アジア太平洋大と「グローバル４大学交流協定」を締結している。

その他、東京外国語大、EUIJ 東京コンソーシアム（一橋大、東京外語大、津田塾大）、多摩アカデミック

コンソーシアム（国立音楽大、武蔵野美術大、東京経済大、津田塾大）と、いずれも単位互換や図書館の

相互利用を行っている。さらに、大学院は国連大学ほか国内主要大学大学院と、単位互換制度を実施し

ている。特に、これらの大学とは、本取組中から成果を共有し、大学界全体のグローバル化推進に貢献

する。 
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取組内容③ 現在の準備状況及び年度別実施計画 

【構想実施に向けた準備状況】 

「英語運用能力のさらなる伸長」 

! 学生のアカデミックスキルならびに英語によるコミュニケーション能力のより一層の向上を図

るため、2012 年度 4月に新たにリベラルアーツ英語プログラム(ELA)を導入。 

! ELA最上位クラスに該当するStream 1の学生を対象とした海外英語研修プログラムの実施（2012

年夏より実施）。 

! ELA 履修学生達成度測定のためのデータベース構築 

「教育目的達成の具体的検証としての単位取得を伴う海外留学」 

! 国際教育交流プログラムにサービス・ラーニング・プログラム(以下「以下 SLP」)を組み込ん

だ交換留学協定の締結（2012 年秋より実施） 

【平成２４年度】 

「英語運用能力のさらなる伸長」 

! ELA を実施し、Stream 1 & 2 の IELTS による目標達成度調査を行う。 

! 英語能力試験の成績管理を行なうため、上記ELA 履修学生の目標達成度測定データベースを改

良し、その運用管理のためELA に職員を雇用する。 
「英語開講専門科目履修による情報発信能力（書く能力）の涵養」 

! 英語開講科目において、レポートや論文作成の指導を特別に行う科目(Wコース)の開設に向
け、教材開発や外部講師を招聘し、ワークショップを開催する。 

! チューターをWコースとして開設される予定の科目に配属し、準備を行う。 
「教育目的達成の具体的検証としての単位取得を伴う海外留学」 

! 短期留学プログラム拡充のため、担当者を雇用する。 
! SLP および短期留学プログラム開発に向けた関係機関との調整を行う。 

! The College of Wooster教員の本学における自然科学教育の現状に関する正確な理解を助ける

ため、同大学教員を本学に招聘し、授業・実験の見学、自然科学メジャー担当教員・学生と

の協議を行う。 

! インターンシップ及び実習科目の単位化に向けた調査を行う。 

【平成２５年度】 

「英語運用能力のさらなる伸長」 

! ELA を実施し、各 Stream の学生の IELTS による目標達成度調査を行う。 

「英語開講専門科目履修による情報発信能力（書く能力）の涵養」 
! 人文科学系、社会科学系及び自然科学系の科目それぞれにおいてWコースを開設する。 
! Wコース運営のため、プログラム支援員をライティングサポートデスクに配置する。 

「教育目的達成の具体的検証としての単位取得を伴う海外留学」 

! 短期留学プログラムの拡充、SLP を含む協定締結に向けて関係機関への訪問を行なう。 

! インターンシップ及び実習科目の単位化に向けた調査を行う。 

! The College of Wooster へ自然科学メジャーの教員・学生を派遣し、現地の教員学生と共同実

験等を行い、理系分野における卒業研究等の方法について学ぶ。このプログラムを運営のた

め支援員を雇用する。 

「構想全体に関して」 

! 教員教育力強化のため、本学教員を海外の大学に派遣するための準備を行うとともに、協定

校から教員の招聘について、調整を開始する。 

! 本構想における中間評価の準備に着手する。 

【平成２６年度】 

「英語運用能力のさらなる伸長」 

! ELA を実施し、各Stream の学生の IELTS による目標達成度調査を行う。 

「英語開講専門科目履修による情報発信能力（書く能力）の涵養」 
! 人文科学系、社会科学系及び自然科学系の科目それぞれにWコースを開設するとともに、Wコ

ースの運営のため共通教材開発に着手する。 

! 英語開講科目における教授法など、Wコース実施上の諸問題について議論するシンポジウムを
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開催する。 

「教育目的達成の具体的検証としての単位取得を伴う海外留学」 

! 短期留学プログラムの拡充やSLP を含む協定を締結し、新規プログラムを実施する。 

! インターンシップ及び実習科目の単位化を実施する。 

! The College of Wooster へ自然科学分野の教員・学生を派遣し、現地の教員学生と共同実験等

を行い、理系分野における卒業研究等の方法について学ぶ。 

「構想全体に関して」 

! 教員の教育力強化のため、本学から海外に派遣するとともに、協定校からも招聘する。 

! 本構想における中間評価を実施する。 

【平成２７年度】 
「英語運用能力のさらなる伸長」 

! ELA を実施し、各 Stream の学生の IELTS による目標達成度調査を行う。 

「英語開講専門科目履修による情報発信能力（書く能力）の涵養」 
! W コースの内容を検証しつつ、引き続き、人文科学系、社会科学系及び自然科学系の科目

それぞれにおいて科目の開設を設置する。入学時から大学院修了時までを視野に入れた本

格的ライティングセンターの設置に向けて、ライティングサービスデスクの機能を充実さ

せる。 

「教育目的達成の具体的検証としての単位取得を伴う海外留学」 

! 拡充した短期留学プログラムや新規に導入されたSLP の実施機関を訪問し、プログラムの

評価を行なう。 

! インターンシップ及び実習科目の単位化を実施する。 

! The College of Wooster へ自然科学分野の教員・学生を派遣し、現地の教員学生とともに

実験などを行い、理系分野における卒業研究等の方法について学ぶ。 

! The College of Wooster から学長、自然科学分野の教員、学生を招いて、基調講演、自然

科学分野におけるリベラルアーツ教育のあり方に関するシンポジウム、学生によるパネル

ディスカッション等を開催することで、高等教育関係者にリベラルアーツ教育の必要性、

特に自然科学分野における重要性について具体的な情報を提供していく。 

「構想全体に関して」 

! 教員の教育力強化のため、本学から海外に派遣するとともに、協定校からも招聘する。 

【平成２８年度】 
「英語運用能力のさらなる伸長」 

! ELA を実施し、各 Stream の学生の IELTS による目標達成度調査を行う。 

! ELA の 4 年分の目標達成度調査の結果を分析し、プログラムの評価を行い、公開シンポジウム

を開催する。 

「英語開講専門科目履修による情報発信能力（書く能力）の涵養」 
! これまで開設したWコースにおける経験などを踏まえ、ライティングセンターを設置に向けた

準備に着手する。 

「教育目的達成の具体的検証としての単位取得を伴う海外留学」 

! 短期留学プログラムの実施機関を訪問し、プログラムの評価を行なう。 

! インターンシップ及び実習科目の単位化を実施する。 

! The College of Wooster へ自然科学分野の教員・学生を派遣し、現地の教員学生とともに実験

などを行い、自然科学分野における卒業研究等の方法について学ぶ。 

「構想全体に関して」 

! 教員の教育力強化のため、本学から海外に派遣するとともに、協定校からも招聘する。 

! ELA や短期留学プログラム、及びWコース受講による効果などについて検証を行う。 

  



38 
（大学名：国際基督教大学）（申請区分：全学推進型） 

 

取組内容④ 財政支援期間終了後の事業展開 

1. 英語運用能力のさらなる伸長 
 本構想を通して蓄積された IELTS のデータに基づき、リベラルアーツ英語プログラム(ELA)の改善に努

める。ただし、事業終了後は、全学生を対象とするのではなく、任意に抽出した学生を対象とした形で

試験を実施し、引き続きデータを蓄積し、プログラム改善に役立てるものとする。 

 なお、学生の受験費用については、関係諸団体などと交渉するほか、大学が補填の上学生にその機会

を提供することを検討する。 

 

2. 英語開講専門科目履修を通じた情報発信能力（ライティング）の涵養 

 本構想により得られた成果をもとに、既存のライティングサポートデスクを発展させる形で、新たに

ライティングセンターの設置を目指す。Wコースの数は、段階的に増やしていくこととし、なお、将来的
には、全専修分野において W コースを開講し、「ライティングサポートデスク」を「ライティングセン

ター」に発展させる計画である。 

 

3. 教育目的達成の具体的検証としての単位取得を伴う海外留学 

 ５年間の事業期間を経て、関係機関との短期留学プログラムの拡充や The College of Wooster との理

系における交流プログラムといった新たなフォーマット作りは概ね終了することとなる。爾後は定期的

に関係校との意見交換の場を設けるため、訪問や関係者の招聘を行い、引き続き導入されたプログラム

の評価、改善を行うものとする。 

 

 上記のとおり、ELA におけるデータ収集や短期留学プログラムなどの拡充については、本構想を通して

その枠組み作りは終え、事業期間後はプログラムの質の維持向上に努めるため、引き続き内容の評価、改

善に努める。一方、Wコースについては、段階的に科目数を増やし、ライティングセンターを設置の上、
大学として更に学生がグローバル人材となりうる基盤を作るものとする。 

取組内容⑤ 財政支援期間終了後の事業展開に向けた資金計画 
財政支援期間終了後の事業展開に向けた期間内の方針や対応、及び財政支援期間終了後の資金計画について、各費目ごとに具体的に記入

してください。 

 本事業のさらなる充実を図るため、必要経費については、大学として積極的な予算措置を講じる。 

 

【物品費】 

 本構想に基づき購入する物品は事務作業用に必要とする最低限の什器などである。今後の事業展開に

おいて必要となる物品やその経費は学内での予算措置などにより対応する。 

【人件費・謝金】 

 ELA におけるデータ分析などを補助するスタッフに関しては、事業期間終了以降は IELTS 受験者が大幅

に減少するが、プログラム運営や評価のため人員が必要とされる場合には今後も大学が人事異動や学内予

算による継続雇用などにより対応する。 

 海外留学プログラム拡充のために雇用されるスタッフについても、事業期間終了以降は関係機関校など

との調整など、その業務量は大幅に減ることが考えられる。しかしながら、プログラム運営や評価のため

必要とされる人員は大学が人事異動や学内予算による継続雇用などにより対応する。 

 Wコースの科目数を今後継続的に増やしていくためには、ライティングセンターへプログラム支援者な
どの要員を引き続き配置することが求められる。この費用については、学内予算などにより措置するほか、

必要に応じて日本国際基督教大学財団からの援助など外部資金を導入する。 

【旅費】 

 ５年間の事業期間を経て、新規プログラム開発については軌道に乗り、以降は恒常的に実施するヒア

リング時の渡航費用が必要となる。事業運営のために必要な旅費は学内予算などから支弁する。 

【その他】 

 ELA における IELTS の試験結果に基づいたデータ分析に必要となるシステムについては、引き続きプロ

グラム改善のためには必要なものであり、今後もその保守費用は学内予算等から支出する。 

 



39 （大学名：国際基督教大学）（申請区分：全学推進型）

様式７

支援期間における各経費の明細【年度ごとに1ページ】
（単位：千円）

補助金申請額
(①)

大学負担額
(②)

事業規模
（①＋②）

該当ページ

2,950 2,950
2,900 2,900
400 400 P36様式6③(H24)3,10行目

2,500 2,500 P22様式2右2行目

50 50
50 50 P36様式6③(H24)3,10行目

4,748 4,748
4,350 4,350
4,350 4,350 P36様式6③(H24)3,10行目

398 398
297 297 P23様式2右1行目

34 34 〃

67 67 〃

1,130 1,130
・教職員派遣旅費（2名、4日、アジア) 303 303 P24様式2右32行目

・教員招聘旅費（Wooster教員3名、4日） 827 827 P24様式2右45行目

1,679 1,679

63 63
63 63 P36様式6③(H24)12行目

1,616 1,616
1,616 1,616 P22様式2右2行目

合計 10,507 10,507

記載例  ：教材印刷費　　　○○○千円
　　　　　　　　       ○○部×＠○○○円
　　　　　 ：謝金　 　　　　 ○○○千円
　　　　　　　  　　　○○人×＠○○○円

・

②謝金

補助金申請ができる経費は、当該構想の遂行に必要な経費であり、本事業の目的であるグローバル人材育成
推進のための使途に限定されます。（平成２４年度グローバル人材育成推進事業公募要領参照。)【年度ご
とに１ページ】

＜平成２４年度＞　　　経　費　区　分

［物品費］

・
・事務担当嘱託職員給与（2名、6ヵ月）

①設備備品費

・事務用パソコン（2台）
・ELAシステム開発費(英語能力試験の成績管理)

［人件費・謝金］

・ファイル、文房具
・

・
②消耗品費

・

・

①外注費

・

・

・
［その他］

・

・
・

・ライティングサポートデスクワークショップ外部講師謝金

・Wコース チューター(2名、1学期)

・

①人件費

・ライティングサポートデスクワークショップ通訳
［旅費］

・

②印刷製本費

・

・

・
・

③会議費

・会議昼食等(Wooster意見交換)
・
・

・

・
・

⑤光熱水料

・

⑥その他（諸経費）

平成２４年度

・IELTS受験料(英検協会からの補助分を除く)

④通信運搬費

・
・

・



40 （大学名：国際基督教大学）（申請区分：全学推進型）

（前ページの続き） （単位：千円）

補助金申請額
(①)

大学負担額
(②)

事業規模
（①＋②）

該当ページ

50 50

50 50
50 50 P36様式6③(H24)3,10行目

17,237 17,237
8,700 8,700
8,700 8,700 P36様式6③(H24)3,10行目

8,537 8,537
1,337 1,337 P23様式2右1行目

3,600 3,600 〃

3,600 3,600 P25様式2右23行目

1,860 1,860
675 675 P24様式2右12行目

303 303 〃

882 882 P24様式2右45行目

13,288 240 13,528
100 100
100 100 P22様式2右2行目

13,188 240 13,428
13,188 13,188 P22様式2右33行目

240 240 P24様式2右45行目

合計 32,435 240 32,675

・

②謝金

①人件費

平成２５年度

⑥その他（諸経費）

・IELTS受験料(英検協会からの補助分を除く)
・学生援助金

・
・

・

④通信運搬費

・

・
・

⑤光熱水料

・

・

①外注費

・ELAシステム保守費(英語能力試験の成績管理)
・
・

・
・

・
・
③会議費

②印刷製本費

・

・Wコース チューター(3名、3学期)
・ライティングサポートデスク:プログラム支援員

・教職員派遣旅費（2名、8日、ヨーロッパ)

・

［旅費］

・

・教職員派遣旅費（2名、4日、アジア)

＜平成２５年度＞　　　経　費　区　分

［物品費］

［その他］
・

・教員派遣旅費（3名、8日、Wooster:アメリカ）

・

・
②消耗品費

・

・事務担当嘱託職員給与（2名、12ヵ月）

・

・

・
［人件費・謝金］

・

・理系Woosterプログラム支援員

・ファイル、文房具

①設備備品費

・
・



41 （大学名：国際基督教大学）（申請区分：全学推進型）

（前ページの続き） （単位：千円）

補助金申請額
(①)

大学負担額
(②)

事業規模
（①＋②）

該当ページ

50 50

50 50
50 50 P36様式6③(H24)3,10行目

18,573 18,573
8,700 8,700
8,700 8,700 P36様式6③(H24)3,10行目

9,873 9,873
2,673 2,673 P23様式2右1行目

3,600 3,600 〃

3,600 3,600 P25様式2右23行目

4,488 4,488
675 675 P24様式2右12行目

303 303 〃

882 882 P24様式2右45行目

・教員派遣旅費（1名、3ヶ月、協定校） 1,950 1,950 P27様式3②右15行目

・教員招聘旅費（1名、3ヶ月、協定校） 618 618 〃

・外部評価委員招聘旅費（1名、1泊2日） 60 60 P37様式6③(H26)９行目

13,451 240 13,691
145 145
45 45 P36様式6③(H26)6行目

100 100 P22様式2右2行目

94 94
94 94 P36様式6③(H26)6行目

24 24
24 24 P36様式6③(H26)6行目

13,188 240 13,428
13,188 13,188 P22様式2右33行目

・学生援助金 240 240 P24様式2右45行目

合計 36,562 240 36,802

・

平成２６年度

④通信運搬費

・IELTS受験料(英検協会からの補助分を除く)

・

・
⑤光熱水料

・
・
・

・Wコースシンポジウム案内送付

⑥その他（諸経費）

・

③会議費

・Wコースシンポジウム昼食、茶菓

・

・

・資料等英訳(Wコース)
・ELAシステム保守費(英語能力試験の成績管理)
・
②印刷製本費

・

・
・

・教職員派遣旅費（2名、8日、ヨーロッパ)

・
・
・
［その他］
①外注費

・教職員派遣旅費（2名、4日、アジア)
・教員派遣旅費（3名、8日、Wooster:アメリカ）

・
②謝金

・Wコース チューター(6名、3学期)

［旅費］

・ライティングサポートデスク:プログラム支援員
・理系Woosterプログラム支援員

・
・
・

・事務担当嘱託職員給与（2名、12ヵ月）
・

＜平成２６年度＞　　　経　費　区　分

［物品費］

［人件費・謝金］

・ファイル、文房具
・

①人件費

①設備備品費

・
・
・
②消耗品費

・



42 （大学名：国際基督教大学）（申請区分：全学推進型）

（前ページの続き） （単位：千円）

補助金申請額
(①)

大学負担額
(②)

事業規模
（①＋②）

該当ページ

50 50

50 50
50 50 P36様式6③(H24)3,10行目

18,573 18,573
8,700 8,700
8,700 8,700 P36様式6③(H24)3,10行目

9,873 9,873
2,673 2,673 P23様式2右1行目

3,600 3,600 〃

3,600 3,600 P25様式2右23行目

5,255 5,255
675 675 P24様式2右12行目

303 303
882 882 P24様式2右45行目

・教員招聘旅費（Wooster教員3名、4日） 827 827 P24様式2右45行目

・教員派遣旅費（1名、3ヶ月、協定校） 1,950 1,950 P27様式3②右15行目

618 618 〃

13,451 240 13,691
145 145
45 45 P37様式6③(H27)14行目

100 100 P22様式2右2行目

94 94
94 94 P37様式6③(H27)14行目

24 24
24 24 P37様式6③(H27)14行目

13,188 240 13,428
13,188 13,188 P22様式2右33行目

240 240 P24様式2右45行目

合計 37,329 240 37,569

・

・教員招聘旅費（1名、3ヶ月、協定校）

平成２７年度

・

・
⑤光熱水料

・
・
・
⑥その他（諸経費）

・IELTS受験料(英検協会からの補助分を除く)

・
・学生援助金

・
・

・
④通信運搬費

・Woosterシンポジウム案内送付
・

・

③会議費

・Woosterシンポジウム昼食、茶菓

・
②謝金

・Wコース チューター(6名、3学期)
・ライティングサポートデスク:プログラム支援員

・資料等英訳(Woosterシンポジウム)
・ELAシステム保守費(英語能力試験の成績管理)

・
［その他］
①外注費

・
②印刷製本費

・

・教職員派遣旅費（2名、8日、ヨーロッパ)

・

・理系Woosterプログラム支援員

［旅費］

・教職員派遣旅費（2名、4日、アジア)
・教員派遣旅費（3名、8日、Wooster:アメリカ）

・

・

・

・ファイル、文房具

＜平成２７年度＞　　　経　費　区　分

②消耗品費

［人件費・謝金］
①人件費

・事務担当嘱託職員給与（2名、12ヵ月）

［物品費］
①設備備品費

・
・
・

・



43 （大学名：国際基督教大学）（申請区分：全学推進型）

（前ページの続き） （単位：千円）

補助金申請額
(①)

大学負担額
(②)

事業規模
（①＋②）

該当ページ

50 50

50 50
50 50 P36様式6③(H24)3,10行目

18,740 18,740
8,700 8,700
8,700 8,700 P36様式6③(H24)3,10行目

10,040 10,040
2,673 2,673 P23様式2右1行目

3,600 3,600 〃

100 100 P37様式6③(H28)3行目

67 67 P37様式6③(H28)3行目

3,600 3,600 P25様式2右23行目

4,428 4,428
675 675 P24様式2右12行目

303 303 〃

882 882 P24様式2右45行目

・教員派遣旅費（1名、3ヶ月、協定校） 1,950 1,950 P27様式3②右15行目

・教員招聘旅費（1名、3ヶ月、協定校） 618 618 〃

13,451 240 13,691
145 145
45 45 P37様式6③(H28)3行目

100 100 P22様式2右2行目

94 94
94 94 P37様式6③(H28)3行目

24 24
24 24 P37様式6③(H28)3行目

13,188 240 13,428
13,188 13,188 P22様式2右33行目

240 240 P24様式2右45行目

合計 36,669 240 36,909

・学生援助金

・

・教員派遣旅費（3名、8日、Wooster:アメリカ）

・ファイル、文房具

［旅費］

・教職員派遣旅費（2名、8日、ヨーロッパ)

・
・

・事務担当嘱託職員給与（2名、12ヵ月）
・

・ELAシンポジウム講演者謝金(3名)
・ELAシンポジウム通訳

②謝金

［人件費・謝金］

・

①人件費

・Wコース チューター(6名、3学期)

平成２８年度

・教職員派遣旅費（2名、4日、アジア)

・

・ELAシンポジウム案内送付
・

・
・

・
・
・
⑥その他（諸経費）

・IELTS受験料(英検協会からの補助分を除く)

・
④通信運搬費

・

・ELAシステム保守費(英語能力試験の成績管理)
・資料等英訳(ELAシンポジウム)

［その他］
①外注費

・
⑤光熱水料

・
②印刷製本費

・
・
・

・

③会議費

・ELAシンポジウム昼食、茶菓

＜平成２８年度＞　　　経　費　区　分

［物品費］
①設備備品費

・

②消耗品費

・
・

・理系Woosterプログラム支援員

・ライティングサポートデスク:プログラム支援員
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他の公的資金との重複状況【2ページ以内】
　当該申請大学において、今回申請している内容以外に、文部科学省が行っている国際化拠点整備事業費補助金、大学改
革推進等補助金、研究拠点形成費等補助金等、又は独立行政法人日本学術振興会が行っている国際交流事業の補助金等に
よる経費措置を受けている取組がある場合、また、現在申請を予定している事業（国立大学改革強化推進事業、大学の世
界展開力強化事業、博士課程教育リーディングプログラム等）がある場合は、それらの取組名称及び内容について、１事
業につき３～４行程度を目安に記入してください。その中で、今回の申請内容と類似しているものがある場合には、その
相違点についても言及してください。

【現在の状況】

-日本学生支援機構による平成２４年度留学生交流支援制度（ショートステイ、ショートビジット）
本学においては、以下の4件が平成24年度分として採択された。
1.カリフォルニア大学(UC)-ICU 現代日本プログラム
2.イギリス文化研究プログラム:ケンブリッジ大学サマースクール
3.カリフォルニア大学(UC)秋学期・冬学期派遣プログラム
4.カリフォルニア大学(UC)サマーセッション

-その他の事業
　本学では現在、独立行政法人日本学術振興会による「国際交流事業」のうち、「論文博士号取得希望
者に対する支援事業」の補助を受けてマレーシアより若手研究者を招聘しているが、本補助は今回の事
業とはまったく関係がない。

-博士課程教育リーディングプログラム
「博士課程教育リーディングプログラム」は，専門教育の枠を超え博士課程前期・後期一貫したプログ
ラムを構築し、世界に通用する人材を育てることを目的としたものである。当該プログラムの趣旨は、
本学の建学理念や現行の教学システムに良くマッチしていることは明らかである。さらに、本プログラ
ムにより理学系の拡充を図ることができれば、本学が目指している理学系科目を重視した大学院教育の
基盤強化にも繋がるものであり、来年度以降の応募を検討している。
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（参考） 

参考全体で１ページ以内 

SEND の概要 

様式２「グローバル人材として求められる能力を育成するための大学の特色に応じた取組」において、「SEND」の実施を含む構想を策定

している場合、この欄に、「SEND」に関する概要を記載してください。 

※）Student Exchange - Nippon Discovery：日本人学生が留学先の現地の言語や文化を学習するとともに、現地の学校等での日本語

指導支援や日本文化の紹介活動を通じて、学生自身の異文化理解を促すことを海外留学の目的の一つとして位置づけ、将来、日本と留学

先の国との架け橋となるエキスパート人材の育成を目指す取組 

【SENDの概要】 

  

該当なし 

（ＳＥＮDにおける交流学生数） 

区 分 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 

学生の派遣 人 人 人 人 人 

学生の受入 人 人 人 人 人 
 

 


